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開議 午前１０時００分

◎議長（林 茂議員）

改めまして、おはようございます。

ただいまの出席議員は１８名であります。定足数に達しておりますので、本日の会議を

開きます。

日程に入る前に諸般の報告をいたします。

市長より議案第５７号、工事請負契約の締結についてが提出されております。後程、提

案理由の説明をいただくことにしておりますので、ご報告をいたしておきます。

以上で諸般の報告を終わります。

これより、本日の日程に入ります。

本日の議事日程は、ご配付の日程表のとおりであります。

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員は、会議規則第８８条の規定により、５番 田中義美君、８番 武田喜

善君、９番 郷司千亜紀君を指名いたします。

次に、日程第２、市政に対する代表質問を行います。

通告者は、ご配付の代表質問一覧表のとおり、通告は２件であります。

初めに、相和会、原政義君。

◎１４番（原 政義議員）

議長、１４番。

◎議長（林 茂議員）

１４番、原政義君。

［１４番 原 政義議員 登壇］

◎１４番（原 政義議員）

それでは、議長の許可をいただきましたので、通告に従い、相和会を代表し、代表質問

をさせていただきます。

１件目は新型コロナウイルス感染症対策について、２件目としてデジタル社会の対応に

ついて、３件目は市民サービスの向上について。

以上、３件につき、質問をさせていただきます。

新型コロナウイルス感染症は、ますます拡大しております。感染力が大きいとされる変

異株ウイルスの拡大もあり、一気に感染症の拡大が全国的に見られました。徳島県におい

ても例外ではなく、４月１６日から５月３１日に初めての県内の飲食店における営業時間

短縮の要請がなされ、県内の飲食街がひっそりとしてしまいました。また、美馬市におい

ても初めての感染者が報告され、今日現在までで１５名の方の報告がなされたようであり

ます。現在、徳島県内においては４月、５月のような大きなクラスターは発生していない

ようでありますが、引き続き感染症予防対策を行い、ワクチン接種と相まって新型コロナ

ウイルス感染症の克服を願っております。

さて、令和２年１２月議会でも発言させていただきましたが、新型コロナウイルス感染

症対策を取りながら経済を回していくことが必要であると考えております。先程の営業時
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間短縮を行っていただいた飲食店に対する徳島県飲食店営業時間短縮協力金がなされるな

ど、これまでも国・県はもちろん、美馬市も各種事業者、市民に対し、積極的な支援を行

ってまいりました。

そこでまず、これまでに行ってきた経済活動への支援状況についてまとめてお聞かせ願

います。

そして、新型コロナウイルス感染症の収束が見通せないコロナ禍の中で現在の生活、将

来の生活に不安を抱えております。新聞などを見ましても失業者の増大、生活困窮者の増

加が報道されております。このような生活弱者の社会的な孤立を防ぐための支援が必要で

あります。もちろん経済を回す事業者も将来の事業に対する不安が大きいものと考えられ

ます。現在行っている経済支援が不安の払しょくにつながっていくと思われます。

そこでお伺いいたします。コロナ禍における相談・支援体制についてお聞かせ願います。

２件目は、デジタル社会への対応についてであります。

人と人との接触機会を減らす。各種手続も簡単に済ますことができ、コロナ禍において

注目されましたデジタル化であります。本年９月には、国においてもデジタル庁が発足し

ます。また、美馬市においてもデジタルトランスフォーメーション推進課を設置し、デジ

タル化を進めようとしております。令和２年１２月２５日に閣議決定されたデジタル社会

の実現に向けた改革の基本方針の初めに「行政サービスの質の向上こそが行政のデジタル

化の真の目的である」、また、「国民による社会経済活動全般のデジタル化を推進すること

は多くの課題の解決、そして今後の経済成長にも資する単なる新技術の導入ではなく、制

度や政策、組織のあり方などをそれに合わせて変革していく、言わば社会全体のデジタル

トランスフォーメーションが『新たな日常』の原動力となる」、こう記載されております。

行政のデジタル化を図り、業務の効率化と市民サービスの向上を図り、また書面、押印、

対面の抜本的見直しなどの規制改革を推し進めようとしております。

そこでお伺いいたします。美馬市のデジタル社会への対応についてお聞かせ願います。

また、教育のデジタル化についてもお伺いいたします。

子どもたちの希望や発達段階に応じて遠隔・オンライン教育が活用できるよう、ＩＣＴ

環境整備を始めとした取組を迅速に進め、小・中学生に１人１台のＩＴ端末をそろえるＧ

ＩＧＡスクール構想であります。ＧＩＧＡスクール構想は、１人１台端末と高速大容量の

通信ネットワークを一体的に整備することで特別な支援を必要とする子どもを含め、多様

な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実

に育成できる教育環境を実現する。そして、これまでの我が国の教育実践と最先端のＩＣ

Ｔのベストミックスを図ることにより、教師、児童・生徒の力を最大限に引き出すもので

あります。家庭でも学校でも社会でもＩＣＴの活用が日常となっております。子どもにと

って鉛筆、ノートと同じようにタブレット型端末は必須であると思いますし、今後の将来

にも必須のアイテムになると考えられます。美馬市においては昨年度、タブレットを購入

し、早速使えるようでありますが、美馬市では現在どのような状況であるのか、お聞かせ

願います。

３件目は、市民サービスの向上についてであります。２件目のデジタルによる行政サー
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ビス向上もありますが、違う視点から質問をさせていただきます。

市民が来庁する窓口、また電話での問合せが市民とのつながりの第一歩となります。あ

る市民からこのようなお話をお聞きいたしました。ある窓口に伺うと、職員はパソコンに

向かってなかなか気付いてくれなかった。また、ある手続に行くと、次々と違う窓口を回

って大変疲れたと。そしてまた、電話をかけてもお互いに要領を得ず、うまく内容が伝わ

らず、時間がかかった、というようなお話でありました。市役所における各種手続には、

それぞれの対応があることは承知しております。また、先程のデジタル化の話と逆行しま

すが、対面で行う業務が多くあることも承知しております。しかし、市民から見ますと時

間がかかっていると感じているのも事実であります。２件目のデジタル化による電子申請

等により、市役所に行くことなく、手続を終えることができることは一つの方策であると

考えられます。

そこでお尋ねいたします。市民の行政手続において、短時間に対応できるための対策を

どのように取っているのかお聞かせ願います。

以上３件につきお聞きし、答弁により再問をさせていただきます。よろしくお願いいた

します。

◎経済部長（藤田伸次君）

議長、経済部長。

◎議長（林 茂議員）

藤田経済部長。

［経済部長 藤田伸次君 登壇］

◎経済部長（藤田伸次君）

１４番、相和会、原政義議員の代表質問のうち、私から新型コロナウイルス感染症対策

についてのご質問にお答えいたします。

まず、経済活動の支援状況についてでございますが、新型コロナウイルス感染症の拡大

は飲食店や運輸事業者を始め、多くの事業者が影響を受けており、市内経済にとって非常

に厳しい状況が続いておりますが、各事業者とも感染症対策を講じながら経営の継続、雇

用の維持に懸命にご尽力されているところでございます。

市といたしましては、国や県の緊急経済対策と併せ、昨年４月の緊急経済対策（第１

弾）及び同６月の緊急経済対策（第２弾）として、市独自の給付金制度の創設やプレミア

ム付商品券発行事業、市内観光事業者支援などの各種支援策に取り組んでまいりました。

まず初めに、給付金事業として国のセーフティネット保証の認定により受けた融資額の

一部を給付する企業応援給付金（第１号）並びにコロナの影響を受け、売上高の減少があ

った事業者を支援する企業応援給付金（第２号）につきましては、それぞれ第１号が３８

０件で、総額１億６３０万円、第２号が１９１件で、総額３,４３８万３,０００円の給付

実績がございました。

また、市内の運輸業、宿泊業、飲食業を対象に給付を行う営業持続化給付金につきまし

ては１６４事業者に対して、総額２,９４７万１,０００円を給付いたしました。

次に、従業員の休業補償等に対して国が助成する雇用調整助成金の申請に係る経費の一
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部を負担する雇用調整助成金活用支援助成金でございますが、１１事業者に対して総額１

０６万９,０００円を給付いたしております。

一方、市内小規模事業者の経営回復や経済の活性化を目的として、昨年１０月から本年

２月の間に実施いたしました美馬市プレミアム付商品券発行事業につきましては、一般販

売分と子育て世帯への支給分を合わせて、総額で４億９,４６０万５,０００円分が市内の

各登録店舗で利用されておりまして、停滞する市内経済の活性化の一助となったものと考

えております。

また、市内の各産直市でお買い求めいただいた方に応募シールをお渡しし、応募いただ

いた方のうち抽選で１５０名の皆様に５,０００円分のクーポン券を進呈した産直市売上

回復支援事業では約６,０００件の応募がございまして、応募に必要な売上実績から約３,

０００万円の経済効果が見込まれております。

このほか、市内の観光関連事業者の支援と観光活性化を目的とした美馬市版Ｇｏ Ｔｏ

Ｍｉｍａキャンペーン推進事業でも宿泊や体験メニューの割引を行ったほか、体験型ツ

アーなどに延べ６,６８８人の利用がございました。

市といたしましては、これらのほかにも市独自の緊急経済対策事業を複数実施しており、

それぞれの事業効果が市内経済の活性化につながっているものと考えております。

続いて、コロナ禍における相談・支援体制についてお答えいたします。

新型コロナウイルス感染症の収束見通しが立たない中で、特に中小企業や個人事業主の

皆様におかれましては、事業に必要な運転資金の確保や雇用維持などの点で将来への事業

継続への不安が大きいものと考えております。

これまでに企業応援課や市商工会に寄せられた相談件数は、コロナ前と比較し、大幅に

増加しており、特に市商工会においては経営指導員による令和２年度の指導・相談件数が

１,２９５件あり、令和元年度と比較し、約２.８倍の増加となっております。

なかでも小売業やサービス業における相談件数が多く、長引くコロナ禍で売上げの減少

があった事業者からの資金繰りの相談や、国・県・市が行う各種支援制度の活用相談及び

申請支援などの増加が顕著であったようでございます。

市におきましても同様に、各種支援制度の相談に迅速に対応するため、企業応援課での

窓口相談対応を始め、県西部総合県民局にし阿波振興担当やＪＡ美馬などの経済団体との

情報共有、連携を日常的に行っているところでございます。

また、とくしま産業振興機構による徳島県よろず支援拠点事業が毎月第４水曜日に穴吹

農村環境改善センターで開かれており、中小企業診断士による経営相談が無料で受けられ

る仕組みもございます。

一方で、感染拡大防止に積極的に取り組んでいる市内の飲食店に最大５０万円を給付す

る県の「新しい生活様式」実装推進飲食店応援金事業につきましても、市内の飲食店経営

者に漏れなく活用していただけるよう、市独自の周知パンフレットを作成し、飲食事業者

に配布の上、美馬保健所と連携しながら適宜相談を受け付けるなど、きめ細やかな取組を

実施いたしました。

市といたしましては、引き続き国や県、市独自の様々な事業者支援策が必要とされる事
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業者の皆様にご利用いただけますよう、県や各経済団体と連携を密にし、相談・支援体制

の充実を図るとともに、新型コロナウイルス感染症関連情報をまとめた市のホームページ

特設サイトや広報みまテレビ、広報みまなどで逐次、情報発信に努めてまいりたいと考え

ております。

◎副教育長（大泉勝嗣君）

議長、副教育長。

◎議長（林 茂議員）

大泉副教育長。

［副教育長 大泉勝嗣君 登壇］

◎副教育長（大泉勝嗣君）

私からは、デジタル社会の対応についてのご質問のうち、ＧＩＧＡスクール構想の進捗

状況につきましてお答えいたします。

令和元年１２月に文部科学省が打ち出したＧＩＧＡスクール構想とは、高速大容量の校

内ネットワークと児童・生徒１人１台のタブレット型端末の整備により、多様な子どもた

ちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化された創造性を育む教育を全国の学校現

場で持続的に実現させる構想であります。

本市の状況といたしましては、令和２年度から国の補助事業を活用し、体育館を含めた

校内ＬＡＮの高速大容量の通信ネットワークへの更新工事と、３人に１台であったタブレ

ット型端末を１人１台とする整備事業を進めてまいりました。

国の当初の計画では、令和５年度までに段階的に整備を進める予定となっておりました

が、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、早期実現が必要となり、これを前倒しをして

令和２年度に完了するよう計画の変更が行われました。

この計画の変更により、全国一斉に同時期に整備が進められたことによるＩＣＴ機器へ

の需要の高まりなどの影響を受けまして、本市での整備につきましては完了時期の遅れが

懸念されましたが、タブレット型端末の初期設定作業が本年４月中旬までとなったほかは、

昨年度内に完了いたしました。

こうして整備をいたしましたタブレット型端末には、教員が個々の児童への迅速な指示

や指導、児童・生徒同士が共同で編集できる授業支援ソフトや一人ひとりが自分の学習進

度に合わせて予習や復習ができる学習教材ソフトを導入し、子どもたちが学校の授業や家

庭での自主学習に積極的に活用できる環境づくりを行っているところであります。

今後は、特色ある先進事例等の情報を共有しながら、市内の学校間を始め、県内外の学

校などとの交流学習へと活用の幅を広げるなど、場所を選ばない、子どもたちの様々な学

び方や体験の実践を進めてまいりたいと考えております。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］
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◎企画総務部長（吉田正孝君）

続いて、私から、デジタル社会への対応についてのご質問にお答えいたします。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、人と人との接触機会を減らすことが求め

られ、行政におきましても、役所の窓口で対面により手続を行うリスクがクローズアップ

をされました。

また、昨年実施をされました特別定額給付金や持続化給付金などの各種給付金につきま

しても、全国的に給付までの期間の長さや申請手続の複雑さが指摘をされ、行政デジタル

化の必要性についての認識が国民の間に広く共有されるようになりました。

国におきましては、書面や対面で行われている手続をオンラインでも可能にする行政手

続オンライン化法が平成１５年に、また行政手続を原則オンライン化するという方向性を

打ち出した官民データ活用推進基本法が平成２８年に成立いたしました。

加えて、令和元年に成立したデジタル手続法におきましては、国の行政手続についてオ

ンライン化することが義務づけられ、地方自治体につきましてもオンライン化が努力義務

とされました。

こうした動きや、本年９月にはデジタル庁の発足が予定されていることなどを踏まえ、

本市におきましても行政のデジタル化を推し進めるため、本年４月、企画総務部にデジタ

ルトランスフォーメーション推進課を設置したところでございます。

行政サービスのデジタル化により、市民サービスの向上と業務の効率化という二つの効

果が期待されますが、このうち市民サービスの向上につきましては、市役所の窓口で並ば

なくてもよくなる、申請から給付までの時間が短縮されるといった直接的な効果のほか、

将来的には市民それぞれの状況に応じたきめ細かな施策の実施も可能になるのではないか

と考えております。

一方、業務の効率化につきましては、データの入力作業や書類の目視によるチェックの

時間を大幅に縮減できるといった効果のほか、市民とのやり取りをオンライン化すること

で意見の集約が容易になるという効果も期待でき、効率化で削減した時間を市民サービス

の向上に振り向けることが可能となります。

総務省の令和２年情報通信白書によりますと、令和元年度における個人のスマートフォ

ン保有者の割合は６７.６％となっており、本市におきましても５月１５日から受付を開

始いたしました新型コロナウイルスワクチンの７月１０日分までの接種予約におきまして、

市が受け付けた件数の約半数がインターネット経由でございました。

こうした状況を踏まえ、本市におきましても行政のデジタル化を積極的に推進する必要

があると考えておりますが、行政デジタル化を進めるためには、基盤とされるマイナンバ

ーカードを一層普及させる必要があるほか、オンライン手続の際に発生する手数料を徴収

するためのキャッシュレス決済の導入や不正な手続の防止、セキュリティ対策の強化とい

った多くの課題がございます。

市といたしましては、国の動向を注視し、一つ一つの課題を解決しながら行政のデジタ

ル化を円滑に進めてまいりたいと考えております。

続きまして、市役所の各窓口における各種手続の時間を短縮できないかとのご質問でご
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ざいますが、手続により照合や確認作業に時間を要するなど、窓口で長時間お待たせをし

ているケースがございます。先程、説明いたしました行政のデジタル化が進展いたします

と、窓口での手続の時間が短縮をされたり、ご自宅で昼夜を問わず手続が可能となるなど、

利便性が向上するものと考えられますが、デジタル化やオンライン化が進みましても、対

面で相談しながら進める手続は残ってまいります。また、当面は多くの手続を窓口で対面

により行う必要がございますので、職員が様々な工夫をすることによって来庁者の皆様に

お待ちいただく時間を短縮することや、仮に長時間お待ちいただく場合であっても、その

理由をご説明をし、手続完了までにかかる時間の目安をお示しすることなども必要である

と考えております。

本市におきましては、７月から脇町市民サービスセンターの一部業務を民間に委託いた

しますが、サービスの向上につながる民間ならではの改善提案をいただくよう委託事業者

に求めているところでございまして、他の窓口においても実施可能な提案につきましては

積極的に取り入れ、市役所の窓口サービス全体の向上につなげてまいりたいと考えており

ます。

また、手続の時間短縮の観点から、申請や届出の際の押印につきましても見直す必要が

あると考えております。法令等の改正に伴い、本市におきましても既に介護保険や生活保

護など、一部の手続について押印の廃止を進めているところでございますが、その他の申

請や届出の様式につきましても、今後、押印を廃止できるかどうかの確認作業を行うこと

としております。

こうした取組により、窓口だけでなく、市の全ての手続について、処理に要する時間を

短縮できるよう努めてまいります。

◎１４番（原 政義議員）

議長、１４番。再問。

◎議長（林 茂議員）

１４番、原政義君。

［１４番 原 政義議員 登壇］

◎１４番（原 政義議員）

それぞれにご答弁、ありがとうございました。再問をさせていただきます。

まず、１件目の新型コロナウイルス感染症対策については、これまで多くの支援メニュ

ーにより経済支援を行ったというご答弁でございましたが、まだ支援を受けていない事業

所の方、市民の方に積極的に発信をし、将来の生活の不安の払しょくに務めていただきた

いと思います。

さて、賛否両論ありますが、７月には東京オリンピックが開催される予定であります。

また、諸外国におきましては、経済活動を再開しようとしている動きが見られるとの報道

があります。日本もワクチンの接種が始まっています。現在は新型コロナウイルス感染症

拡大防止を行いながら、日常生活を行うことが大切な時期ではありますが、きっと新型コ

ロナウイルス感染症は克服できることと思います。やはり将来を見据えたアフターコロナ

に向けた財政支援を検討していくことが必要ではないかと考えます。
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そこでお尋ねいたします。アフターコロナを見据えた財政支援について、どのように考

えているのかお伺いいたします。

２件目のデジタル社会の対応についてお尋ねいたします。子どもたちのタブレット型端

末の活用は始まっています。また、私たち議員もタブレット型端末を活用し、デジタル化

に対応しております。

タブレットには様々な機能が備わっており、カメラ機能、インターネット機能などを最

大限に活用し、美馬市の子どもたちが時代に取り残されないようになってほしいと願って

おります。令和の時代、現在よりもコンピューターを使えることが大前提となると考えら

れます。そのためには、子どもの時からコンピューターに慣れ親しむ環境や情報リテラシ

ーの向上を教育現場で培うことが必要不可欠になっていきます。

そこで、ＧＩＧＡスクール構想を進めるに当たっての今後の課題について、まずお聞か

せ願います。

そして一方、先日の新聞報道において、２０２０年国勢調査の人口、世帯数の速報値が

発表されました。徳島県の人口は約７１万人、美馬市においては２万８,０９４人であり、

７.８９％の減少であるとのことです。正確な数値の発表は１１月とのことでありますが、

ますます人口減少が進んでおります。恐らく、年齢階層の高齢化の比率も拡大していると

思われます。

ＩＣＴ化が進むと、ＩＣＴを使える人と使えない人の間に情報格差が生じます。ＩＣＴ

を使える人にとっては便利になりますが、使えない人は便利になるどころか、得体の知れ

ないものに囲まれて不安で、変化が早く、ついて行けないことになりかねません。昭和の

時代は黒電話であったものが平成、そして令和になり、スマートフォンで電話もでき、イ

ンターネットで情報を入手したり、多くの人とコミュニケーションを取る道具になりまし

た。若い人は日常生活を通じてＩＣＴを学ぶ機会も多いですが、将来的にＩＣＴを活用し

たサービスが普及したとしても、ＩＣＴに慣れていない高齢者の方は情報弱者となる恐れ

があります。

そこでお伺いいたします。デジタル社会における高齢者への支援について、どのように

取り組むのかお尋ねいたします。

３件目の市民サービスの向上についてでありますが、手続時間短縮の観点から、押印に

ついて見直す必要があると考えているとのことでありますが、市役所における様々な手続

について一つずつ見直していただき、省略できるものは省略していただくことが必要だと

考えます。

市民サービスの向上について一つお伺いいたします。市役所に来庁する市民は、用事が

あって来庁するのであり、各窓口で申請書類を提出等行います。そこでの窓口サービスの

向上のために取り組まれていることについてお尋ねをいたします。提案でありますが、他

市町村でも実例があります「お悩みコーナー」、また千葉県松戸市の「すぐやる課」など、

事業ごとではなく、市民の目線に立ち、１か所で済ますことができるようなコーナーの設

置を検討するのもよいと考えられます。脇町、美馬町、木屋平、各市民サービスセンター

においても、更に専門化させるのもよいことかと思われます。
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以上につきお聞かせ願い、答弁により再々問させていただきます。よろしくお願いいた

します。

◎経済部長（藤田伸次君）

議長、経済部長。

◎議長（林 茂議員）

藤田経済部長。

［経済部長 藤田伸次君 登壇］

◎経済部長（藤田伸次君）

１４番、相和会、原政義議員からの代表質問、再問のうち、私から、アフターコロナを

見据えた財政支援等についてのご質問にお答えいたします。

現在は、ウィズコロナのフェーズにあり、事業者や市民の皆様が安全・安心に日常生活

を営むことができる環境を整えていくために、まずは新型コロナウイルス感染症の拡大防

止を徹底することが重要であると考えております。その上で、国内、県内の感染状況をに

らみながらではありますが、アフターコロナを見据えた国や県の支援策と併せ、市独自の

経済対策を効果的に実施する必要があると考えております。

そこで、本市のアフターコロナを見据えた緊急経済対策といたしましては、まず長引く

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内経済の活性化や小規模事業者の経営回復を

目的としたプレミアム付商品券発行事業に取り組みます。

この事業は昨年度に続いて実施するものであり、１セット当たり１万３,０００円の商

品券を１万円で販売するもので、１世帯４セットを上限に購入いただけるほか、子育て世

帯への生活支援として、高校生以下のお子様１人当たり１万３,０００円分の商品券２セ

ットを無料でお配りいたします。また、道の駅みまの里を始めとする市内の産直市で５,

０００円以上をお買い求めいただいた方のうち抽選で２,０００名の方に５,０００円相当

の産直市共通クーポン券を進呈する事業を５月１日から実施しておりますので、プレミア

ム付商品券と同様に市内での消費にご協力いただけますようお願い申し上げます。

更には、アフターコロナを見据えた新たな試みといたしまして、市内の観光関連事業者

への支援なども踏まえ、本市の観光拠点や藍染め体験などの体験メニュー、宿泊施設を組

み込んだ「四季のみま旅体験型ツアー」を実施いたしております。このツアーは、県内初

の取組となる新型コロナウイルス抗原検査つきのプランとしておりまして、出発前に検査

キットにより感染の有無を確認することで、安全・安心な旅を楽しんでいただくものでご

ざいます。

このほか、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者が新たな分野への業態転換

や業種転換など事業の再構築を行う際の支援策として、国の制度を補完する上限１００万

円の補助制度を新たに創設するなど、アフターコロナに向けた事業者支援制度も用意いた

しております。

これら市内経済の活性化を目的とする事業の推進に当たりましては、十分な事業効果が

得られますよう関係団体との連携を密にし、コロナ禍を乗り越え、活力ある地域社会の実

現に向けて、今後も鋭意取り組んでまいりたいと考えております。
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◎副教育長（大泉勝嗣君）

議長、副教育長。

◎議長（林 茂議員）

大泉副教育長。

［副教育長 大泉勝嗣君 登壇］

◎副教育長（大泉勝嗣君）

私からは、デジタル社会の対応についての再問のうち、ＧＩＧＡスクール構想の今後の

課題につきましてお答えいたします。

ＧＩＧＡスクール構想では、新型コロナウイルスの感染拡大を受け、Ｓｏｓｉｅｔｙ５.

０時代を生きる子どもたちに教育環境の整備に加えて、有事においても学びの継続を確保

し、デジタル社会にふさわしい対面指導とオンライン・遠隔教育とのハイブリッドによる

新しい学び方を実現していくことが求められております。

教育委員会においては、こうした課題に学校現場が適切に対応していくために、個々の

教員に寄り添った研修を計画的に実施するとともに、ＩＣＴ教育の充実を図るため、本年

度からＩＣＴ支援員を１人増員して２人とし、それぞれ小学校担当、中学校担当として配

置いたしました。

なお、令和元年度から任用しているＩＣＴ教育支援員につきましては、国が配置を進め

るＧＩＧＡスクールサポーターとして、タブレット型端末の効果的な活用など、本市のＩ

ＣＴ教育を推進するため、技術的な側面から支援や助言を行っております。

一方、オンラインや遠隔教育への対応として、子どもたちがタブレット型端末を家庭に

持ち帰り、自主学習や臨時休業時のオンライン授業ができるようセキュリティ対策を講じ、

貸出しに関する取扱いを定め、段階的に運用を始めたところでありまして、今後は一層の

活用を図ってまいります。

しかしながら、インターネットの利用により、子どもたちが犯罪や人権侵害等の被害者

あるいは加害者とならないよう、発達段階に応じた情報モラル教育をいかに推進していく

かということも重要な課題でございますので、小・中学校においては、それぞれの学年に

適した情報活用能力の育成を進めてまいります。

教育委員会といたしましては、あらゆる学習の場面でＩＣＴを効果的に取り入れながら、

本市の子どもたちが豊かな創造性を備え、持続可能な社会の創り手として、主体的に社会

の形成に参画するための資質・能力を育成できるように今後もしっかりと取組を進めてま

いります。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］

◎企画総務部長（吉田正孝君）

続いて、私からデジタル化社会における高齢者への支援についての再問にお答えいたし
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ます。

本年１月に内閣府が公表いたしました情報通信機器の利活用に関する世論調査の結果に

よりますと、スマートフォンやタブレット端末を利用していると回答した方の割合は５９

歳以下では９０％を超えているのに対し、６０歳から６９歳では７３.４％、７０歳以上

では４０.８％と低くなっておりまして、議員ご指摘のとおり、高齢者の皆様へのデジタ

ル化への支援は欠かすことのできない施策でございます。

このため、国におきましては、令和３年度の事業といたしまして、オンラインでの行政

手続や民間サービスの利用方法などの説明会、相談会を携帯電話の販売代理店など全国１,

０００か所程度で実施することとしているほか、デジタル活用支援員の育成などに取り組

むこととしております。

また、令和３年度の地方財政計画に地域デジタル社会推進費といたしまして２,０００

億円を計上し、集会所などに民間事業者やＮＰＯなどから講師を派遣して出張講座を実施

したり、地域おこし協力隊や集落支援員を活用した住民からの日常的な相談対応など、地

方自治体にもきめ細かな対応を求めております。

本市におきましては、こうした国が進める取組と連携を図り、新型コロナウイルスの感

染防止にも留意をしながら、高齢者の皆様がデジタル化から取り残されないよう、またデ

ジタル化の恩恵を受けることができるよう、必要な対策に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

一方、行政のデジタル化は避けて通ることができない課題でございます。行政のデジタ

ル化を進め、業務の効率化により削減できた時間を、高齢者を始めとした支援の必要な皆

様への対面でのサポートに充てることもデジタル化のメリットであると考えておりますの

で、行政のデジタル化とデジタル活用支援を両立させ、取り組んでまいります。

続いて、窓口サービスの向上についてのご質問にお答えいたします。

市では様々な市民サービスを提供しておりますが、中でも市役所の各窓口は市民の皆様

と接する大変重要な部署でございます。できるだけお待たせしないことに加え、丁寧な接

遇を心がける必要がございます。

このため、新規採用職員に対しまして、毎年度、ビジネスマナー研修を実施しているほ

か、本年度は総務省の地域活性化起業人制度を活用し、ＡＮＡ総合研究所から現役の客室

乗務員を派遣いただいておりますので、これまでの客室乗務員としての経験を基に、市役

所窓口の課題を抽出したり、職員を対象とした接遇研修の講師を務めてもらうことを計画

しております。

こうした取組を通じ、職員一人ひとりが「フロアマネージャーである」という自覚を持

ち、市役所へ来庁された市民の皆様に、これまで以上に丁寧な対応ができるよう、指導し

てまいりたいと考えております。

また、行政デジタル化や職員の接遇向上だけでなく、例えば窓口レイアウトの見直しや

書面台の改善、分かりやすい案内板の設置、繁忙期の窓口の増設、申請書様式の統合など

につきましても、分かりやすい窓口の実現に向け、必要ではないかと考えております。

今後、先進市町村の事例を参考に、こうした見直しを進め、来庁された市民の皆様に安
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心して手続いただけるよう、市民目線で取り組んでまいります。

◎１４番（原 政義議員）

議長、１４番、再々問。

◎議長（林 茂議員）

１４番、原政義君。

［１４番 原 政義議員 登壇］

◎１４番（原 政義議員）

それぞれにご答弁ありがとうございました。

市外から大人数の呼び込みが困難な状況下では、答弁にありました美馬市プレミアム付

商品券発行事業、また産直市共通クーポン券事業など、市内でまずは経済を回すことが必

要ではないかと考えます。美馬市経済回復に、なお一層、積極的な支援をお願いいたしま

す。

デジタル化と行政サービスの向上は、将来にわたって必須であります。先程の基本方針

において、「デジタル化は目的ではなく、手段に過ぎない。デジタル化によって、多様な

国民がニーズに合ったサービスを選択でき、国民一人ひとりの幸福に資する『誰一人取り

残さない、人に優しいデジタル化』を進めることとする」こうあります。また、情報は利

益をもたらすとも言われております。市民誰もがデジタル化の恩恵を受けなければなりま

せん。また、市役所窓口のサービス向上についても、市民目線での改善、向上を目指し、

迅速、丁寧を心がけて、市民のために頑張っていただきたいと思います。

最後に、このことについての市長のお考え、意気込みをお聞かせ願い、代表質問を置き

たいと思います。どうかよろしくお願いいたします。

◎市長（藤田元治君）

議長。

◎議長（林 茂議員）

藤田市長。

［市長 藤田元治君 登壇］

◎市長（藤田元治君）

１４番、相和会、原政義議員からの代表質問、再々問にお答えをいたします。

まず、新型コロナに対応する経済対策についてであります。

全国的に新型コロナの感染拡大が長期化をしており、本市経済への影響が懸念をされる

中、昨年に引き続き、プレミアム付商品券や産直市共通クーポン券の発行に取り組むほか、

「四季のみま旅体験型ツアー」を実施をし、市内経済の下支えを図ってまいります。

また、新たに業態や業種の転換など、事業の再構築に取り組む事業者を支援する制度を

創設するとともに、都市部企業におけるテレワークの浸透を見据え、地域交流センターミ

ライズ２階東側を改修し、テレワーク拠点を整備をし、サテライトオフィスを誘致するな

ど、アフターコロナ、ポストコロナ時代に、美馬市が一歩先を進めるよう、取り組んでま

いります。

一方、デジタル社会に向けた取組でございますが、日経ＢＰから発行されました公立学
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校情報化ランキング２０２０において、本市小・中学校の情報化は、小学校部門で全国第

３位、中学校部門で全国第６位と高い評価を受けました。

今後もデジタル社会の到来を見据え、ＩＣＴ教育の分野でも全国一を目指して、取組を

進めてまいります。

また、国が進める行政のデジタル化と足並みをそろえ、市民サービスの向上と業務の効

率化を追求するとともに、デジタル社会の実装によって全ての市民の皆様の生活がより便

利になるものとなるよう、美馬市ならではのデジタルトランスフォーメーションを推進し

てまいりますと同時に、新型コロナ、人口減少、災害列島日本、三つの国難を克服し、デ

ジタル社会の実装を強力な推進エンジンとし、ウィズコロナを乗り越え、アフターコロナ

時代を見据えた取組をしっかりと推進し、一歩先の確かな未来の実現にまい進してまいり

ます。

また、市役所窓口のサービスの向上についてご指摘、ご質問をいただきました。

市役所は究極のサービス業であります。職員の接遇向上はもとより、脇町市民サービス

センターの委託事業者からの民間視点での提案なども積極的に取り入れ、市民目線での改

革、市民本位の窓口改革にしっかりと取り組んでまいります。

◎議長（林 茂議員）

ここで１０分程度小休いたします。

小休 午前１０時５７分

再開 午前１１時０７分

◎議長（林 茂議員）

小休前に引き続き、会議を開きます。

次に、美馬未来の会、中川重文君。

◎６番（中川重文議員）

６番、中川。

◎議長（林 茂議員）

６番、中川重文君。

［６番 中川重文議員 登壇］

◎６番（中川重文議員）

ただいま議長より、美馬未来の会としての代表質問の許可をいただきましたので、可能

な範囲で通告に沿って順次質問をさせていただきます。

まず初めに、私は、定例会での質問から久しく遠ざかっていたような感覚が今、ありま

す。そしてその間、地方議会の役割、また地方議員の仕事、更に代表質問・一般質問、質

疑など審議の過程での様々な意見についてどうあるべきかを静かに考える時間が、いや、

体験がコロナ禍の現在でできたことはよかったと思っています。

そのようなことを思いながら、早速質問に入っていきますが、自治体が公共事業として

様々な構造物を計画して実施していきますが、私は考え方も含めて、公共事業で実施され

た全ての形ある物が経年変化していき、また経年変化にはメリット・デメリット相反する
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変化が必ず伴うことになっていると思います。そして、実施されたよい事業を少しでも長

く継続させようと思えば、絶えずメンテナンスが必要不可欠となるのではないでしょうか。

このメンテナンスは、言い換えれば計画・実行・評価・改善を繰り返すことによって継続

的に改善していく手法、ＰＤＣＡサイクルの実践そのものであると思います。

そこで、私たちも議案や市の行政運営が市民の立場から見て適切かどうかをチェックし、

町では市民の声を聞き、生活状況を把握、調査・研究し、市民の声を市政に最大限反映さ

せることが役目でもありますので、今回の質問では私たちが何度となく市民の声を届けて

も質問は聞いていただけるのですが、質問者側からすると回答がなしのつぶて状態と思わ

れてもいたしかたないような、ここ数年、ＰＤＣＡサイクルがある位置で止まっているの

ではと思う議案が多少ありますので、今回、改めてお尋ねしますので、ご答弁の程をよろ

しくお願いいたします。

ご答弁される方にはいつも申し述べさせていただいていますが、市民目線に立ち、分か

りやすい言葉で明確なご答弁を期待していますので、どうかよろしくお願いいたします。

それでは、内容について、具体的に順次説明をさせていただきます。

通告質問件名は３件挙げさせていただきました。そして、質問の要旨は件名に対してそ

れぞれ３点ずつ通告させていただきました。

まず、通告質問１件目として、頻繁に問われる防災・危機管理についてお尋ねします。

そして、質問件名１件目の要旨１点目として、内水・湛水被害の解消と検証はというこ

とでお尋ねします。美馬市には、内水・湛水被害に悩まされている地域は沢山あると思っ

ていますが、今回は具体的に２か所に絞って質問します。

１か所目は、県道１２号鳴門池田線に平行している拝原地区の市道脇町３４７号と３８

２号線が交わる付近でありますが、要望は前市長の時からであり、その時の約束は現在進

捗している拝原バイパスが完成すれば、下流域の排水量が大きくなるので、それに合わせ

て改修することになっていると聞き及びますが、いまだに調査云々で明快な答えをいただ

いていません。解消するつもりがあるのかないのかも定かではありません。

２か所目は、約２年前にこの場所で一般質問しました。拝原地区土井谷川の改修事業に

ついて、あれから以後、排水ポンプ車の導入によることや進捗した項目、また検証した新

しい情報のみで結構ですので、２か所併せて明快なご回答をいただきますよう、よろしく

お願いいたします。

続いて、質問件名１件目の要旨２点目として、水防訓練の現状はということでお尋ねし

ます。美馬市は水防法に基づき、２００５年に合併後、市長を水防管理者として「市内に

おける河川の洪水、若しくは地震による堤防の損傷、漏水、沈下等の場合による水災を警

戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、もって公共の安全を保持することを目的と

する」美馬市水防計画を作成し、本年で１６年目になるのではと思っています。主に火

災・震災についての訓練は、市及び地域の自主防災組織でも活発に訓練をしていますが、

水防訓練は国・県及び市の関係者で訓練は定期的に実施されているのでしょうが、私だけ

かもわかりませんが、あまりその訓練を見学や体験した記憶がございません。近年、全国

的に水害被害が多発している中、専門者任せで住民は何も知らず、何もせず、避難指示に
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ただ従っていればよいのでしょうか。現状をお尋ねしますので、ご答弁願います。

続いて、質問件名１件目の要旨３点目として、防災と危機管理の中で火災から自分の身

を守る住宅用火災警報器装置と地震から自分の身を守る耐震診断と補強計画作成の実施に

ついて、実態調査状況をお尋ねしますので、ご答弁願います。

次に、通告質問２件目として、美馬市の市営住宅についてお尋ねします。

まず、質問件名２件目の要旨１点目として、本市の公営住宅施設と入居者の現状をお尋

ねします。

続いて、質問件名２件目の要旨２点目として、公営住宅施設の生活環境の現状をお尋ね

します。

要旨３点目の市営住宅施設に関する課題と今後の対応については、初問の答弁をお伺い

した後、再問で問いたいと思いますのでよろしくお願いします。

最後に、通告質問３件目として、市道脇町２３号線近隣の交通安全対策についてお尋ね

します。市道脇町２３号線とは、江原南小学校、江原認定こども園、江原南児童クラブ、

江原南共同調理場などが隣接する市道でありますが、特に平日の朝方、７時過ぎから８時

半ぐらいまでは小学校と認定こども園への児童への送迎の車で混雑します。道幅の狭いと

ところは幅約３.６メートル、両サイド水路があり、両サイドに脱輪防止の白線が引かれ

ているところの白線内は約３メートルしかありません。しかし、自動車と徒歩通学の低学

年の児童が多く行き会い合っています。日々、私も子どもを徒歩で送っていますので、そ

の状況はよく分かります。

そこで、数年前から市に要望し、水路に蓋がけをしていただいています。蓋がけをする

と、約８０センチメートル道幅が広がり、少し緩和されますので喜んでいましたが、ここ

数年でこの２３号線近隣が住宅地になり、既に建築途中を入れると約２０戸近く新築が出

来上がっていくと思われます。更に売地の看板が出ていますので、更に家が建つのだろう

と推察されます。

そこで、質問件名３件目、要旨１点目として、市道の幅員を拡張するための蓋がけの今

後の進捗状況などの計画がありましたら、ご答弁の程よろしくお願いいたします。

更に、質問件名３件目の要旨２点目として、市道２３号線はＳ字カーブが何か所かあり、

先程も述べたようにその箇所にも今現在、住宅の建設が進んでいます。当然、曲がり角は

視界が悪くなるので、もっともっと危険な状態になると予想されます。

そこで、お尋ねしたいのは、美馬市のほかの地域で実施されていますような、朝方のみ

一方通行の時間制限通行にはできないのでしょうか。更には、当然設置していただけると

思っていますが、カーブミラーは現在だと２基、今後住宅が建設されれば、更に２基ぐら

いは必要と思われますが、そのような計画はあるのでしょうか、お尋ねします。

最後に、質問件名３件目の要旨３点目として、市道２３号線において交通安全対策関係

で今後の課題や何か対処すべき検討をされていることがあれば、ご教授願えればと思いま

すので、ご答弁の程をよろしくお願いいたします。

以上が通告初問の内容の説明でございます。ご答弁内容により再質問をさせていただき

たいと思っていますので、ご答弁漏れなきように、明快なご答弁を期待していますので、
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よろしくお願いいたします。

◎建設部長（河野 功君）

議長、建設部長。

◎議長（林 茂議員）

河野建設部長。

［建設部長 河野 功君 登壇］

◎建設部長（河野 功君）

６番、美馬未来の会、中川重文議員からの代表質問に順次お答えさせていただきます。

まず、私からは、内水・湛水被害の解消と検証についてお答えいたします。

市道脇町３４７・３８２号線は、県道鳴門池田線に隣接する拝原地区内の市道でござい

まして、この市道周辺では、台風や集中豪雨時に発生する内水及び県道の沿線で停滞した

排水が水路から越水し、当該地区に流出することで宅地や水田に湛水し、内水被害が発生

していると考えております。

現在、拝原地区の市道には、路面水を排水するための側溝を設置しておりますが、越水

した余水を受ける機能はなく、内水・湛水被害を解消できる状況ではございません。これ

を受けまして、過去には雨水、排水の基本調査を実施した経緯がございますが、この調査

結果では、被害を解消するためには現在の排水施設の許容量を大きくする必要があり、そ

のためには宅地の移転や水田など多くの地権者のご協力をいただかなければなりません。

対策工事には多額の費用が想定されることから、改めまして排水対策の調査を実施し、地

域のご理解が得られる対策が実施可能か検証するとともに、被害の一因となっております

県道の排水対策につきましても要望してまいりたいと考えております。

次に、県が進めております土井谷川の改修の進捗状況と検証についてでございますが、

まず、進捗状況といたしましては、下流域の土井谷樋門から国道１９３号までの５６０メ

ートルの詳細設計によりまして、現在、用地調査を行っている状況でございまして、本市

といたしましても、地権者はもとより地域住民の皆様にご理解、ご協力をいただけるよう

県と連携しながら、事業推進に努めてまいりたいと考えております。

また、土井谷川現況の河川幅を６.３メートルから１３.２メートルに広げることにより、

流下能力の大幅な向上が図られるもので、事業効果の検証につきましては、関係機関にお

願いしているところでございまして、河川改修が完了するまでには行われるものと考えて

おります。

最後に、排水ポンプ車の設置場所でございますが、排水ポンプ車などが操作できる作業

場として、国土交通省が土井谷樋門上部の堤防法面に施工していただけることになってお

りまして、本年度完成予定となっております。

構造といたしましては、作業場をブロック積擁壁で施工し、その周辺をフェンスで囲っ

た縦１０メートル、横７メートルのヤードでございます。また、ポンプやホースなどを吊

り下げるのに必要なクレーン車の作業場として、堤防の天端部をアスファルトで舗装整備

をしたスペースも確保されることになっております。

本市といたしましては、災害に強いまち、安心して暮らせるまちづくりのために、国・
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県などの関係機関と連携を図りながら、内水による湛水被害の低減につながるよう取り組

んでまいります。

続きまして、耐震診断等の実施状況についてお答えいたします。

本市では、平成１７年の耐震改修促進法の改正を受け、地震による建築物の倒壊などの

被害から市民の生命、財産を保護するために、既存建築物の耐震診断や改修の推進を総合

的に行っております。

ご質問の木造住宅耐震診断支援事業につきましては、平成１２年５月以前に建築された

木造住宅を対象に、委託先の建築士会から派遣された建築士が建物にどの程度の安全性が

あるのかを数値化して判断をするものでございます。また、耐震診断結果を基に、改修工

事の参考となる補強計画と概算費用を提示する木造住宅耐震補強計画作成支援事業がござ

います。これを併せて実施することで、実際の耐震対策工事を具体的にイメージでき、申

請者が耐震対策に取り組んでいただけるよう促すものでございます。

費用といたしましては、１件当たり耐震診断が４万８００円、補強計画が６万１,２０

０円のところ、個人負担を３,０００円で行っていただけるもので、毎年５０件分予算化

をさせていただいておるところでございます。

令和２年度までの耐震診断の実績を申し上げますと、令和元年度以前までが５６５件で、

令和２年度が１３件となっております。

次に、市営住宅の施設入居者の現状、生活環境の状況についてのご質問でございますが、

本市の現時点での公営住宅管理戸数は１,０４９戸となっております。

住宅施設の状況と住環境の現状でございますが、構造別に申し上げますと、木造が約１

割、簡易耐火平屋建てが約３割、簡易耐火２階建て及び準耐火構造が約２割、耐火構造が

約４割となっております。建設年度で申しますと、昭和５６年以前の耐震基準により建設

された住戸が約９割となっており、施設の老朽化が進んでいるのが現状でございます。

市営住宅については、平成２４年度に策定した美馬市公営住宅長寿命化計画に基づき、

定期的な点検によりストックの状況を把握しておりますが、この中で用途廃止や建て替え

等の対象となっている住宅を除いた入居可能な戸数といたしましては７５８戸、そのうち

入居戸数は７１４戸で、実質的な入居率は現状約９４％となっております。

次に、市道脇町２３号線近隣の交通安全対策について、道路幅拡張の進捗計画について

でございますが、市道脇町２３号線は道路幅員が平均３.８メートルと狭く、路肩側には

脇町土地改良区が管理しております農業用水路が並行した市道でありまして、沿線には江

原南小学校などもあり、通学路として歩行者や車両が多い路線でございます。

こうした状況を受けまして、以前より地元のご協力と用水路の管理者にご理解をいただ

き、蓋がけ工事を継続的に進めております。これにより水路への転落防止と幅員の拡張が

でき、通行の安全を確保することができております。

次に、時間制限通行とカーブミラー等の設置計画についてのご質問でございますが、ま

ず時間制限通行については、既に学校関係者や保護者には通行時間帯の一方通行へのご協

力をお願いしているところでございます。しかしながら、周辺の住民の方々も利用してい

ることから、美馬警察署を始め関係機関との協議をしておりますが、自治体や地域住民の
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同意をいただく必要があると報告を受けており、今後、地域住民の同意が得られた際には

協議したいと考えております。

また、カーブミラー等設置計画につきましては、近年、路線内では新しく住宅建設が進

み、見通しが悪くなった箇所が増えております。既に現地調査が終了し、危険となった箇

所には設置するための準備を進めておりますが、今後も住宅開発によりまして見通しの悪

くなる箇所には、順次設置をしてまいります。

また、市道脇町２３号線を利用される方々が安全に通行していただくために、視線誘導

施設など必要に応じて設置してまいりたいと考えております。

◎消防長（武田浩二君）

議長、消防長。

◎議長（林 茂議員）

武田消防長。

［消防長 武田浩二君 登壇］

◎消防長（武田浩二君）

続きまして、私からは、防災と危機管理についてのご質問のうち、水防訓練の現状につ

いてと住宅用火災警報器設置の実態調査の状況についてお答えさせていただきます。

まず初めに、水防訓練の現状についてのご質問でございますが、近年、全国的に自然災

害が頻発化、激甚化しており、集中豪雨に対して迅速かつ的確に対応するため、消防本部

ではこれまで毎年、出水期の前に土のうの作成などの水防訓練を職員訓練の一環で実施し

てまいりました。

また、令和元年度は、国土交通省徳島河川国道事務所から講師をお招きし、同事務所と

合同で水防工法訓練を実施してまいりましたが、令和２年度は新型コロナウイルス感染拡

大の影響で中止となり、本年度につきましても実施が見通せない状況となっております。

このため、本年度は、土のうを使用した市単独の水防工法訓練を年度末までに３日間実

施する予定でございまして、水防団を兼ねる消防団の皆様にもご参加を呼びかけ、水防技

術の習得に努めてまいりたいと考えております。

今後とも効果的な水防訓練を継続するとともに、関係機関との連携の下、水防能力の向

上を図ってまいります。

次に、住宅用火災警報器設置の実態調査の状況についてお答えいたします。

住宅用火災警報器の設置につきましては、住宅火災による死者が急増していることを背

景として消防法の一部が改正され、新築住宅は平成１８年６月１日から設置が義務化され、

既存住宅を含めた全ての住宅についても平成２３年５月までに設置することが義務化され

ております。

この住宅用火災警報器を取り付ける場所は本市の火災予防条例に定められており、普段

寝室として使われている部屋や、寝室がある階の階段の上部に煙式の警報器を設置するこ

ととなっております。

市消防本部管内の設置状況につきましては、全国統一的な調査方法により毎年３月、住

民基本台帳より無作為に調査世帯を抽出し、消防職員が住宅を訪問し、設置状況、機器の
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作動確認の実施状況などについて調査を行っております。

令和２年８月に発表されました住宅用火災警報器の設置率調査結果では、全国平均８２.

６％、徳島県７９.７％に対し、市消防本部管内は８６％であり、全国平均を少し上回る

状況であります。

しかしながら、調査結果の内容を見てみますと、機器の取替えの目安となる１０年以上

が経過している住宅や定期的な作動確認は行っていないなどの回答があり、もしもの時に

住宅用火災警報器が作動しないということが考えられます。

消防本部といたしましては、住宅火災による犠牲者を減らし、人命を守ることにつなが

る住宅用火災警報器の重要性はもとより、機器の適切な管理と定期的な作動確認について

広報、啓発活動などを通じ、なお一層の周知徹底を図ってまいります。

◎６番（中川重文議員）

６番、中川。

◎議長（林 茂議員）

６番、中川重文君。

［６番 中川重文議員 登壇］

◎６番（中川重文議員）

再問をさせていただきます。

各初問に対するご丁寧なご答弁をありがとうございました。その中において、何点かの

項目について気付いたことをより詳しくお聞きしたいと思いますので、再質問をさせてい

ただきます。

まず、質問件名１件目の要旨２点目の水防訓練の現状は、先程お伺いしましたが、先で

も述べたのですが、訓練の基礎である水防計画は本年で１６年目と述べましたが、ＰＤＣ

ＡサイクルのＤＣ辺りで停滞してはいないでしょうか。最近の災害は急変しています。例

えば、避難勧告を廃止して、避難指示に一本化したとか、線状降水帯が集中豪雨をもたら

すとか、被害を減らすには住民の理解が不可欠だとも報道されています。早急に水防計画

を見直すべきではないかと思うのです。でないと、先日のように夏子ダムで水防訓練をし

ますと広報しましたが、水防訓練の中の一つでしょうが、実は警報器の点検だったような

地域住民を軽視したような訓練になるのだと思います。

以上、これに対する見解をお伺いいたします。

続いて、質問件名１件目の要旨３点目、防災と危機管理の中で火災から自分の身を守る

住宅用火災警報器設置と地震から身を守る耐震診断と補強計画作成の初問で実施状況のご

答弁をいただきましたが、まず最初に、住宅用火災警報器設置について再質問します。

回答の中で、設置義務は、新築住宅は平成１８年６月１日から、既存住宅を含めた全て

の住宅は平成２３年５月までに設置が義務化とのことでありました。そして、昨年までの

設置率は８６％のことでありましたが、この警報器の寿命が１０年とされていることから

すると、昨年までの設置率より１０年前の設置率が重要ではないかと思います。なぜなら

１０年経過している住宅は警報器の交換時期になっているから、新規に設置する住宅と同

等近くの条件になっているからだと思います。できましたら、また後日改めて教えていた
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だきたいと思います。それと、この警報器を購入する助成制度が必要と思うのですが、可

能性はどうでしょうか。ご答弁願います。

続いて、耐震診断と補強計画の実施状況をお伺いしましたが、令和元年までで５６５件、

令和２年度が１３件とのこと。また、毎年５０件分の予算化に対して昨年は１３件の実施

状況に、少し驚きました。この分だと耐震改修まで行った件数が少ないことが予想されま

すが、昨年度までで５７８戸のうち、一部改修も含めて何件が改修に至ったのか、また改

修時にはどのような支援事業があるのかも併せて再度お尋ねしますので、ご答弁お願いし

ます。

次に、質問件名２件目の市営住宅についての要旨２点目、３点目、生活環境と今後の課

題又は対応について併せてお尋ねします。

初問の答弁の中で耐用年数が近づいている老朽化した住宅があるとのことですが、現在

はどのように管理運営しているのでしょうか。また、将来は取壊しや建て替えが必要にな

る住宅があろうかと思いますが、今後の課題や対応計画は整っているのでしょうか。分か

る範囲でよいので、ご答弁の程をよろしくお願いいたします。

また、生活環境の改善において、市営住宅の階段に手すりの取付けについてお伺いしま

す。

これも令和元年度６月議会において質問させていただき、その時は住宅への手すりの取

付けは構造上の問題のない団地から取付けの可否を検討するとのことだったと思います。

あれから２年が経過しています。検討はしていただけたのでしょうか。検討していただけ

たのでしたら、どのような検討をされたのかもお尋ねします。そして検討の結果、手すり

は設置できるのでしょうか、できないのでしょうか。設置できるのであれば、設置計画な

どあればご解答の程をよろしくお願いします。

以上で再問を終わります。ご答弁内容により、再々質問をさせていただきたいと思って

いますのでよろしくお願いいたします。

◎建設部長（河野 功君）

議長、建設部長。

◎議長（林 茂議員）

河野建設部長。

［建設部長 河野 功君 登壇］

◎建設部長（河野 功君）

６番、美馬未来の会、中川重文議員からの代表質問、再問に順次お答えいたします。

まず、耐震診断などから何件耐震改修に至ったのか、また耐震対策の補助制度について

でございますが、耐震診断を行った５７８件のうち、本格的な耐震改修に結びついた件数

は３６件になります。やはり本格改修になりますと、高額な費用を要しますことから、な

かなか対策工事に結びつかないのが現状でございます。

次に、耐震改修工事に関する補助制度につきましてご説明申し上げます。

木造住宅耐震改修支援事業、これは住み続けるための本格的補強に対する補助制度で、

各種上乗せを含めますと上限１８０万円の補助を受けることができる制度となっておりま
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す。そのほかに、地震によって家屋が倒壊した場合でも、室内に局所的な安全空間を確保

できる耐震シェルター設置支援事業がございまして、こちらも上乗せを含め上限１７０万

円の補助が受けられる制度でございます。

また、診断の結果、倒壊する可能性が高いと判断され、住み替えや建て替えに伴い、古

い住家を壊したい方のための住み替え支援事業として上限３０万円の補助制度などもござ

います。

以上が、耐震対策工事関係の各種補助事業でございます。

次に、市営住宅の管理運営状況と今後の計画についてでございますが、市営住宅の管理

方針につきましては、美馬市公営住宅長寿命化計画によりまして定めております。

主な内容といたしましては、日常的な維持管理の方針や長寿命化及びライフサイクルコ

ストの縮減に関する方針、公営住宅等ストック活用の基本的な考え方と水準等を定め、団

地別、住棟別の活用計画として個別改善・維持保全、建て替え、用途廃止などに分類され

ており、その計画に従い、市営住宅の管理運営を行っております。

なお、現在の計画が令和４年度までとなっていることから、令和５年度以降の計画を今

後策定していく必要がございます。

議員ご指摘のとおり、本市の公営住宅は、昭和５６年以前の耐震基準により建設された

住宅が全体の９割を占めている等、老朽化が進み、耐震対応ほか住環境など現在の基準に

当てはまらないものも多い状況となっております。

今後の計画では、本市の財政状況、公営住宅の住宅困窮者のためのセーフティネットの

構築、子育て世帯や高齢者等の多様なニーズに対応した住環境整備などの課題を考慮しつ

つ、令和５年度以降、１０年間の市営住宅の管理の基本となる新規計画の策定作業を進め

てまいります。

次に、高層階住宅への手すり等の取付けについて、どのような検討を行ったのかとの再

問でございますが、まず階段の設置に関しましては、法的な取扱いにつき確認をいたしま

した。建築基準法施行令第２５条では、平成１６年６月１日より「階段には手すりを設置

しなければならない」と明記されております。ただ、本市の市営住宅には、平成１６年６

月１日以降に建設されたものがございませんので、義務化の対象にはなりません。

次に、構造上の問題といたしましては、階段の幅につき、同施行令２３条におきまして、

本市の高層階住宅のほとんどに採用されております階段室型共同住宅の階段の幅は７５セ

ンチメートル以上と規定されております。対象となる高層階住宅を確認しましたところ、

全てにおいて７５センチメートル以上の階段幅となっておりました。また、階段に手すり

が設置された場合における階段の幅は、手すり幅１０センチメートルを限度として、考慮

しないものと規定されております。また、手すりの設置による建物の強度等への影響につ

きましても検討を行った結果、本市の高層階住宅への手すりの設置につきましては問題な

いとの結論にいたりました。

高層階住宅への手すりの取付けにつきましては、多くの議員や市民の皆様から要望をい

ただいておりました。担当部局では、構造上の問題なども踏まえ、手すりの設置は困難と

判断しておりましたが、入居者の高齢化などの情勢の変化や安全性の確保、改善ニーズの
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高まりなどを考慮した結果、設置についての調査検討を行うこととなりました。そして、

検討の結果を踏まえまして、設置可能な手すりの選定、建物の調査、積算作業等を行い、

令和３年度の当初予算に計上させていただいたものでございます。

なお、手すりの設置対象の３階建て以上の住宅は、１７棟となっております。また、手

すりの設置につきましては、年間３棟程度を計画しており、おおむね５年以内に対象全て

の住宅への取付けを完了する予定としております。

◎消防長（武田浩二君）

議長、消防長。

◎議長（林 茂議員）

武田消防長。

［消防長 武田浩二君 登壇］

◎消防長（武田浩二君）

続いて、私からは、住宅用火災警報器購入に対する助成が必要でないのかとの再問にお

答えいたします。

本市の住宅用火災警報器購入に係る助成につきましては、在宅の重度障がい児、重度障

がい者に対し、自立生活を支援するための日常生活用具として火災警報器の給付を行う制

度はありますが、このほかの助成制度はありません。また、これまでに多くのご家庭で機

器の設置が行われている状況などを踏まえ、未設置の住宅に対する新たな助成制度を設け

ることは困難ではないかと考えております。

住宅用火災警報器の設置の推進と適切な維持管理につきましては、今後とも広報みまや

広報みまテレビ、ホームページはもとより消防団員や婦人防火クラブの皆様にもご協力を

いただきながら、周知徹底を図ってまいります。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］

◎企画総務部長（吉田正孝君）

続きまして、私から、水防計画の見直しについてのご質問にお答えいたします。

水防計画は、指定水防管理団体である市が水防法第３３条の規定に基づき、市内におけ

る水防事務の調整及びその円滑な実施のために必要な事項を規定し、市内における河川の

洪水若しくは地震による堤防の損傷、漏水、沈下等による災害を警戒、防御するとともに、

被害を軽減することによって公共の安全を保持することを目的として策定するものでござ

います。

本市におきましては、合併後、美馬市水防計画を策定しておりまして、水防体制の確立、

及び強化を図り、水防団などが活動を十分に行うことができるよう教育や指導を行うとと

もに、器具や資材の整備など、水防能力の向上に努めることとしております。

また、先程のご質問にございました水防訓練につきましては、「毎年１回以上、最も効
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果のある時期を選び、市単独又は関係団体と合同で行う」と水防計画に規定しておりまし

て、本市におきましては、水防工法に関する知識の習得や技術の体得を目的とした訓練を

計画に基づき実施するとともに、去る６月２日には、国土交通省主催の排水ポンプ車操作

訓練に参加するなど、実践的な訓練に取り組んでいるところでございます。

なお、本市の水防計画は、本年３月に美馬市防災会議条例を改正し、市の防災会議にお

いて審議することといたしておりまして、本年度末に水防計画の改定案を策定し、パブリ

ックコメントを行った上で防災会議での審議を経て、令和４年度の上半期には全面改定を

行う予定としております。

また、本年度は、ハザードマップを改訂し、全ての世帯に配布する計画でございます。

議員ご指摘の夏子ダム警報サイレンの位置情報を含め、市民の生命や財産を守るための防

災情報を新たなハザードマップに反映し、周知をしてまいりたいと考えております。

また、災害対策基本法の改正に伴いまして、先月、５月２０日から避難勧告が廃止をさ

れ、避難指示に一本化されております。新たなハザードマップには、こうした最新の避難

情報の説明に加え、お住まいの地域の土砂災害や浸水のリスク、またどういうケースでど

のような場所に避難すべきかなどについて分かりやすく記載いたしまして、平時における

啓発を含め、市民の皆様に活用いただきたいと考えております。

◎６番（中川重文議員）

６番、中川。

◎議長（林 茂議員）

６番、中川重文君。

［６番 中川重文議員 登壇］

◎６番（中川重文議員）

各再問に対するご丁寧なご答弁ありがとうございます。

最後の質問、再々問を１件のみさせていただきます。

通告質問件名１件目の防災危機管理に関してですが、最近の避難所訓練では、自宅が安

全と思えば自宅で避難してもよいとなっています。とすれば、住宅、市営住宅にかかわら

ず、市民の安全と安心な住環境の確保に向けた支援策もほんの少しでも今後検討していた

だくことはできないものでしょうか。まずは高齢者が対象からでも結構ですので、具体的

に言えば、今回の質問で申せば、住宅用火災警報器設置とか耐震診断と補強計画でありま

す。

以上、所見でもよいのでご解答願えればと思っています。

それと、最後に苦言も申し述べさせていただきますので、市長さんにおかれましては耳

を塞いで聞いていただきたいとお願いします。

今回の質問の回答において大変残念だと思うことも述べさせていただきます。それは何

かと申しますと、通告質問件名１件目の防災危機管理について、その質問要旨１点目の内

水・湛水被害の解消と検証はの件は、２か所の答弁に当たっては１か所目では既に１０年

前から問いかけが始まっていると思います。いまだに実施可能か検証するとかの答弁でし

た。ＰＤＣＡサイクルは完全に機能していないのではないでしょうか。できないならでき
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ないと通告すべきと思います。また、２か所目は、約２年前、私が一般質問した内容です

が、土井谷川の改修事業の事業に当たっての効果のシミュレーション要望でした。今回の

回答は、改修事業が完了するまでには行われるものと考えているとのことでした。改修事

業が終わってからではもう遅いのです。改修事業前に検証し、計画どおりになることを地

域の皆さんに理解していただくのがＰＤＣＡの原理・原則ではないかと思っています。改

修事業が完了するまでとはいつまでなのでしょうか。今現在、用地交渉を行っているとの

ことからすると、１か所目と同じこの要望も約１０年コースになるように思います。この

２か所の件は、今からでも遅くないので、真摯に真剣に取り組み、早急に方向性を見いだ

してほしいと思います。

これを持ちまして、美馬未来の会を代表いたしましての令和３年６月議会の定例会での

中川の代表質問を終えたいと思いますが、いつも結びの言葉が前後しますが、今回の代表

質問においても真摯に向き合い、ご答弁をいただきましたこと、また関わっていただいた

方々全ての皆さんに御礼は申し上げておきます。ありがとうございます。

それでは、１点だけの再々質問の所見でもよいので、ご解答願えればと思っていますの

で、以上、よろしくお願いします。

◎市長（藤田元治君）

議長。

◎議長（林 茂議員）

藤田市長。

［市長 藤田元治君 登壇］

◎市長（藤田元治君）

６番、美馬未来の会、中川重文議員からの代表質問、再々問にお答えをいたします。

安全・安心な住環境の確保に向けた支援策についてお尋ねがございました。

平成７年に発生をした阪神・淡路大震災では、亡くなられた方６,４００人余りのうち

８割が家屋の倒壊や転倒した家具による圧迫死や窒息死でありました。市内では、指定避

難所における物資の備蓄や避難所検証訓練など、避難に関する環境整備や訓練に取り組ん

でおりますが、家屋の倒壊や家具の転倒による圧迫死や窒息死を防ぐためには、住民の皆

様がご自宅の耐震化に加え、家具の転倒防止にも積極的に取り組んでいただく必要がござ

います。

一方、令和２年版消防白書によりますと、火災により亡くなられた方は、放火により自

殺された方を除いて１,２０２名であり、死者のうち６５歳以上の高齢者が７割を占め、

死亡に至った経緯のうち逃げ遅れによるものが全体の半数でございます。このため、高齢

化が進む本市において、住宅用火災警報器の必要性は高まっているものと認識をしており

まして、設置の義務から１０年が経過をし、未設置の住宅への早期設置だけではなく、機

能劣化が懸念される既存警報器の適切な維持管理や更新につきましても対策が必要である

と考えております。

そこで、安全・安心な住環境を確保する観点から、住宅耐震化の必要性をより市民の皆

様方に知っていただくため、啓発の強化に加え、家具の転倒防止や感電ブレーカーの設置、
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住宅用火災警報器の更新など、住宅内における安全・安心を確保するための支援パッケー

ジにつきまして、今後検討をしてまいります。

最後に、苦言に関しまして、しっかりとお聞きをさせていただきました。

鳴門池田線、県道でございます。この要望につきましては、必要な部分につきましては

しっかりとこう訴えてまいりたい。また、今までの訴え方とは、我々が訴えるのだけでは

なくて、地元住民の皆様方とともにですね、しっかりとスクラムを組んで、その必要性を

管理者のほうに訴えてまいりたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと思います。

◎議長（林 茂議員）

以上で、通告による代表質問は終わりました。これをもって代表質問を終結いたします。

ここで、議事の都合により、昼食休憩といたします。午後１時に再開し、引き続き、市

政に対する一般質問を行います。

小休 午後０時０１分

再開 午後１時００分

◎議長（林 茂議員）

休憩前に引き続き、会議を開きます。

日程第３、市政に対する一般質問を行います。通告者はご配付の一般質問一覧表のとお

り、通告は２件であります。よろしくお願いいたします。

初めに、議席番号１５番、川西仁君。

◎１５番（川西 仁議員）

はい、１５番。

◎議長（林 茂議員）

１５番、川西仁君。

［１５番 川西 仁議員 登壇］

◎１５番（川西 仁議員）

私も一般質問の通告をさせていただいておりますので、ただいま許可が出ましたので、

一般質問をさせていただきたいと思いますが、午前中に代表質問聞かせていただいており

ましたが、この今議会初登場されてる方も前からおられる方も、全然変わりなくご答弁さ

れよったんにいろいろ感心して見させていただいておったわけでございますが、なかなか

私は緊張するほうで、ご答弁される方のようにうまく質問ができないかもわからんのです

けど、その辺りを質問をさせていただきたいなと、このように考えておるところでござい

ます。

通告は３件でございます。

まず１件目、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進課、この推進の内容につ

いて。中身といたしましては、美馬市がこの課でやられるＤＸ、これはどういうものか。

そしてまた、ＤＸを進めるに当たって、やはり逸材といいますか、人材が必要かなと。こ

ういったところが単純に疑問符が湧いてくるところでございますので、そういったところ

を順次質問をさせていただきたいと、このように考えております。
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そして２件目、新型コロナウイルスワクチン接種体制について。これにつきましては、

５月分接種、そしてまた６月分接種の予約の受付状況。そういったものがどのように進ん

でいるか、そういった内容について。そしてまた、注目されております６５歳未満の我々

美馬市民の方々に対する接種体制、これが美馬市としてどういった状況で取り組んでいか

れるのか。それを順次お伺いをしたいと思います。

そして、３件目といたしまして、可燃ごみ収集運搬委託についてを件名として挙げさせ

ていただいております。これにつきましても、ごみ収集の現状がどのようになっているの

か。そしてまた、可燃ごみのごみ収集が委託になったその経緯、そういった辺りを順次質

問をさせていただきたい、このように思っとるところでございます。

それでは、質問のほうに入らせていただきたいと思います。

まず１点目のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進についてでございます。

美馬市におかれましては、４月より企画総務部内にデジタルトランスフォーメーション、

いわゆるＤＸ推進課を新設をされ、自治体がこの課に力を注ごうとしておるところでござ

いますが、これにつきましては、新型コロナウイルス対応におきまして、地域、組織間で

横断的にデータが十分に活用できないことなど様々な課題が明らかになってきたことから、

こうしたデジタル化の遅れに対して、迅速に対処するとともに新たな日常の原動といたし

まして制度や組織のあり方等をデジタル化に合わせて変革をしていく、言わば社会全体の

デジタルトランスフォーメーションが今の現状求められておるのが現状でございます。こ

うした認識に基づき、デジタル社会の現実に向けた改革の基本方針、２０２０年１２月２

５日閣議決定におきまして目指すべきデジタル社会のビジョンといたしまして、デジタル

の活用により一人ひとりのニーズに合いましたサービスを選ぶことができ、そして多様な

幸せが実現ができる社会、誰一人取り残されない、そして人に優しいデジタル化、こうい

ったものが示されたもので、このビジョンを実現のためには住民に身近な行政を担う自治

体、とりわけ市区町村の役割が極めて重要だということで、自治体のＤＸを推進する意義

が非常に大きいというものでございます。これにつきましては、まず自らが担う行政サー

ビスについてデジタル技術やデータを活用して住民の利便性を向上させるとともに、そし

てデジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率を図り、人的資源、こういった行政サービ

スの更なる向上をつなげていくことが求められておる状況に加えて、データの価値創造の

源泉であることについて認識を共有され、データの様式の統一化を図りつつ、多様な主体

によるデータ円滑の流通によって自らの行政効率、そして高度化を図る。こういったもの

が、このデジタルトランスフォーメーションに対する国の考え方、こういったものがあり

ましたが、美馬市はこれらを踏まえて、どういった取組をやられていくんでしょうか。そ

ういった点を踏まえて、まず１点目にお伺いをしたいと思います。

続きまして、新型コロナワクチン接種体制についてでございますが、この新型コロナウ

イルスワクチン接種体制については、新型コロナウイルス感染症は昨年度の初めから世界

的に猛威を振るった状況で、現在、日本におきましては第４波と言われる変異型の拡大の

波が押し寄せつつあります。この感染拡大に歯止めをかけるためには、やはりワクチンと

いうことがありまして、このワクチン接種に対して大きな期待が寄せているんではないで
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しょうか。美馬市におきましても、５月の連休明けには感染者が６人といった１日に感染

された感染者数といたしましては、これまでで最も多い数となりました。市民におかれま

しても感染がより身近に感じられ、不安な日々を送っていることではないでしょうか。市

民の安心な生活を守るためには、より安全で確実に、また速やかに多くの方々にこのワク

チンを接種していただくことが大変重要ではないでしょうか。現在は６５歳以上の高齢者

の方々へのワクチン接種が進められておりますが、通告の趣旨にも掲げさせておりますが、

５月接種分の予約の受付状況、そして６月接種分の予約受付状況。こういった辺りはどう

だったのでしょうか。そしてまた、今後の６５歳未満の市民の方々への接種体制をどのよ

うに考えられているのか、初問、そして再問、また再々問と順番に分けてお尋ねをしてい

きたいなと、このように考えております。

そこで、まずお尋ねするわけでございますが、５月接種分の予約受付状況についてでご

ざいます。コールセンターでは４月２０日予約開始以降、電話がなかなかつながらない。

つながった時には予約がいっぱいで取れなかった。こういった市民の方々からお話をお伺

いしたところでございます。そしてまた、年齢を区切って受け付けたほうがいいのではな

かったのだろうか、そういったご意見も伺っておるところでございます。まず、美馬市と

いたしましては、どのような接種体制でワクチン接種を進めていかれているのかをお答え

いただいた上で５月接種分の予約受付体制についての説明をいただき、結果としてどのく

らいの方が予約できたのかをお伺いをしたいと思いますのでよろしくお願いいたします。

続いて、可燃ごみ収集運搬委託についてをお伺いしたいと思います。

先般、開かれました美馬市議会全員協議会の場におきまして、市民環境部の伊内部長よ

りご説明がございました可燃ごみ収集運搬委託につきましてを少し詳しくお伺いをしたい

と思います。

美馬市とつるぎ町におきましては、２０２０年度から可燃ごみの収集運搬業務を民間委

託されるというもので、現在この二つの市・町が構成をする美馬環境整備組合がこの収集

を行っておりますが、行財政改革の一環で組合の業務や人員の配置を見直し、作業頻度の

高い可燃ごみ収集を委託するものといたしまして、７月に公募型プロポーザル方式で行い、

そして９月に最優秀提案者と契約をし、１０月から委託準備期間を設けて、来年４月１日

から業務運営を開始されるというものでございました。それらの内容といたしましては、

収集日、そして収集時間、また指定ごみ袋、ごみ集積場所などにつきましては変更はされ

ず、委託期間につきましては２４年度までで、委託費といたしましては美馬市が２億３,

７５７万円、そしてお隣、つるぎ町におかれましては８,２９１万円、こういったものを

今議会の債務負担を両議会にお願いをする、こういったご説明であったように思います。

これらの説明が全員協議会で行われた翌日には、報道機関にこういったものが記事として

取り扱われた結果、環境に関します事業につきましては、それこそ市民の関心も高く、そ

してまたそれを民間委託。こういったものを民間委託するというものについてはまず費用

が前に打ち出して来るんではないでしょうか。その辺りに関しましては、やはり市民の皆

様からも貴重な血税を頂いて我々は運営しておる状況でございますので、そういったもの

を踏まえた中身の中をいま一度詳しくご説明をしていただきたい、こう考えておるところ
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でございます。その中身につきましては、ごみ収集の現状、また収集運搬委託に至った経

緯、これを順次、順番にお伺いをしたいと思いますので、ご答弁の程、よろしくお願いを

いたしたいと思います。

答弁により再問に入らせていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］

◎企画総務部長（吉田正孝君）

１５番、川西仁議員からの一般質問のうち、私からは、市が進めるデジタルトランスフ

ォーメーションについてのご質問にお答えいたします。

デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）とは、ＩＣＴの浸透が人々の生活のあらゆ

る面でよりよい方向に変化させることを意味しておりまして、デジタル技術を活用し、組

織の内・外、また社会全体で情報を共有し、ネットワーク化することにより、人々の生活

をよりよいものに変革することを目指すものでございます。

昨年１２月に国が策定いたしました自治体ＤＸ推進計画におきましても、デジタル技術

の活用により、住民の利便性の向上と業務の効率化を通じ、行政サービスの更なる向上に

つなげていく必要性を指摘しておりまして、重点取組事項が６項目掲げられております。

具体的には、自治体の情報システムの標準化・共通化、マイナンバーカードの普及促進、

行政手続のオンライン化、ＡＩやＲＰＡの利用促進、テレワークの推進、そしてセキュリ

ティ対策の徹底でございます。

また、取り組むべきものといたしまして、地域社会のデジタル化及びデジタルデバイド

対策の２点が掲げられております。

本市におきましては、本年２月から転入・転出など四つ手続にガイドシステムを導入し

たほか、一部手続の押印を廃止したり、オンライン会議システムを積極的に活用するなど、

関連する取組を進めているところでございまして、本年度に実施予定のホームページのリ

ニューアルやＬＩＮＥ公式アカウントの開設につきましても行政のデジタル化やＤＸに適

応したものにしてまいりたいと考えております。

また、本年９月には、デジタル庁が設置をされ、行政のデジタル化やＤＸが強力に推し

進められることが想定されます。

本市といたしましては、情報システムの標準化・共通化や行政手続のオンライン化とい

った国が主導する取組に足並みをそろえるとともに、市民の皆様の利便性向上や生活の変

革にもつながるよう、本市ならではの取組につきましても検討を行い、本年３月に策定予

定の美馬市版デジタルトランスフォーメーション推進計画に反映をしてまいりたいと考え

ております。

◎保険福祉部長（住友礼子君）

議長、保険福祉部長。
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◎議長（林 茂議員）

住友保険福祉部長。

［保険福祉部長 住友礼子君 登壇］

◎保険福祉部長（住友礼子君）

続きまして、私からは、新型コロナウイルスワクチン接種体制についてお答えをいたし

ます。

最初に、４月２０日からの５月接種分の予約受付の際には、電話がつながりにくい状況

が続き、市民の皆様には大変ご迷惑をおかけいたしました。心よりおわび申し上げます。

ご質問の美馬市における接種体制についてでございますが、本市では、特に６５歳以上

の高齢者の方は基礎疾患をお持ちの方が多い状況であることから、かかりつけの医療機関

で安心して接種できる体制とするため、集団接種ではなく、医療機関における個別接種の

体制とさせていただいております。

予約受付については、議員のご質問の中にもありましたように、年齢を区切って受付し、

集中を避けたほうがよかったのではという市民の方からのご意見もいただきました。本市

といたしましては、６０代や７０代の方にも年齢を問わず、重い基礎疾患をお持ちの方も

いらっしゃいますので、その方にも当初から予約をしていただけるような機会を設けなけ

ればいけないとの認識の下に、年齢を区切っての予約受付とはしなかったものでございま

す。ただし、６５歳以上の方を全てコールセンターで受け付けるのではなく、コールセン

ターでの受付と個別の医療機関での受付の二つに分散して受け付ける体制としておりまし

た。しかしながら、変異株の拡大による県内での陽性者の急増も背景となり、少しでも早

い接種を希望される方が多くなったと思われます。このような状況を想定しておらず、早

期にワクチン接種を希望される方を過少に見積もったことが、このたびの原因であったと

考えております。

５月接種分の予約受付状況といたしましては、コールセンターでの受付が１,８０５人、

個別の医療機関での受付が１,５９５人、高齢者施設の入所者が７３４人となっており、

６５歳以上の高齢者約１万１,０００人のうち、合わせて４,１３４人の方の予約を受付い

たしました。

◎市民環境部長（伊内公一君）

議長、市民環境部長。

◎議長（林 茂議員）

伊内市民環境部長。

［市民環境部長 伊内公一君 登壇］

◎市民環境部長（伊内公一君）

続きまして、私からは、可燃ごみ収集運搬委託についてのご質問にお答えいたします。

まずは、ごみ収集の現状についてのご質問でございますが、美馬環境整備組合は、旧美

馬郡５か町により昭和４０年５月、ごみの共同処理を行うことを目的とした一部事務組合

として設立をされました。現在の職員数は６０名で、事務職７名、ごみ収集運搬業務２６

名、ごみ処理業務２７名の職員が家庭や事業所から排出されるごみの収集運搬処理を行っ
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ております。

次に、本市におけます令和２年度のゴミ排出量の総数は約７,９００トンで、内７７％、

約６,１００トンのごみが家庭から排出されるごみで、残り１,８００トンが事業所から排

出されるごみとなっております。

また、美馬環境整備組合によるごみ収集運搬の区域につきましては、本市では美馬地区、

穴吹地区、脇町地区となっており、木屋平地区につきましては平成２２年より民間事業者

がごみ収集運搬業務を行っております。なお、通常収集に伴います車両につきましては、

塵芥処理車が６台、リサイクル車が５台、計１１台の車両により、運転手１名とごみ収集

運搬補助員１名、計２名の乗車によりごみ収集運搬を行っております。

次に、委託に至った経緯についてのご質問でございますが、平成２８年３月に策定いた

しました美馬市行財政改革指針では、人口減少や市税、地方交付税の減収など、本市を取

り巻く情勢や課題を踏まえ、全ての事務事業について見直しを進めるとともに、可能なも

のからアウトソーシングを推進することと掲げております。

こうした中で、美馬環境整備組合におきましても、ごみ収集車両１台当たりの乗車人員

を３名から２名に変更するとともに、退職者の補充につきましては会計年度任用職員で対

応するなど、財政負担の軽減に努めてまいりました。

現在は、ごみ収集車両１台当たり、正規職員１名と会計年度任用職員１名の体制で業務

に当たっておりますが、今後、定年を迎える職員が増加することから、これまでの対応で

は適正な収集運搬体制を維持することが困難な状況でございます。

そこで、将来的な財政負担の軽減なども見込み、収集車両、収集日数、また収集に対し

て多くの人員を要する可燃ごみの収集運搬について委託を行うことといたしました。

なお、このたびの委託につきましては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、

一部事務組合である美馬環境整備組合の共同処理する事務から除外し、改めて本市から民

間事業者を募集するものでございます。委託を行うことにより、民間事業者の持つ専門的

な知識を活用し、効率的な事業推進を行うとともに、これまで以上の市民サービスの向上

を図ってまいります。

◎１５番（川西 仁議員）

議長、１５番。

◎議長（林 茂議員）

１５番、川西仁君。

［１５番 川西 仁議員 登壇］

◎１５番（川西 仁議員）

各質問に対してご説明、ご答弁ありがとうございました。それでは早速ではございます

が、再問に入らせていただきたいと思います。

まず、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進についてでございますが、先

程美馬市の進めようとしておるデジタルトランスフォーメーションにつきましては、デジ

タル技術を活用し、そして組織の内・外、社会全体で情報を共有をし、ネットワーク化を

することで人々の生活をよりよいものに変化をすること、こういったものを目指すもので、



－６０－

それには六つの項目を置き、重点取組事項として掲げ、取り組むべきものに対しても位置

づけを行っているというものでございました。そして、現在、転入・転出など四つの手続

にガイドシステムを導入したり、そして一部手続の押印を廃止したり、オンライン会議シ

ステム、こういったものを積極的に活用している、こういったものでございました。また、

ホームページのリニューアルや、そしてまたＬＩＮＥ公式アカウントの開設などＤＸに適

応したものにし、来年３月には策定する美馬市版ＤＸ推進計画に反映するというお考えが

説明されたと思います。

現状といたしましては、取り組むべきものから少しずつ取り組んでいる状況、そしてま

た美馬市。この美馬市に似合った形の取組を現在、手探りでやられておるような感が伺え

るところでございました。

国が求める自治体におけるこのＤＸの推進によるものと、先程説明があった美馬市の掲

げる６項目の重点取組事項を推進していくに当たっては、やはりデジタル人材といったよ

うな専門的な人材が必要になってこられるのではないでしょうか。美馬市におかれまして

は、いち早くデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進課、こういったものを新設

されたものでございますが、この事業を課として推進を図ろうとするならば、やはりこの

ＤＸに当たる専門的な人材が確保、必要と考えるわけでございますが、こういったＤＸを

進められる人材をどのように確保し、そしてまたどのように育成をされていくのでしょう

か。こういった辺りを再問させていただきたい、このように思います。

次に、新型コロナワクチン接種体制についてでございます。

まずは、６５歳以上の方への接種体制や５月接種分の予約状況についてご説明をいただ

いたところでございます。この説明によりますと、接種体制につきましては、かかりつけ

医で安心して安全に接種できるということでございまして、医療機関における個別接種と

いうこと。また、そして予約につきましてはコールセンターと医療機関と予約先を二手に

分けていたということや、そしてまた年齢によらず、接種が早急に必要な方もいらっしゃ

るので、公平性を重視した予約体制にあったということで、必要な方にできる限り早急に、

また安全かつ確実に接種いただけるよう、そういった内容の体制で進められてきたという

ことが理解したところでございます。

また、早期の取りかかりにより、５月の１か月で４,０００人を超えての人数が予約が

できたというところに感心したところでございます。

この予約に関しましては、全国的にも離れ島や人口が少ない町村は別にいたしまして、

電話がつながらない、そしてまた予約ができない、あるいはシステムがダウンして使えな

かった、こういったトラブルがあらゆるところで発生をいたしておったところでございま

す。５月１９日付の徳島新聞では、県内の予約状況につきまして、各市町村の調査結果が

掲載をされておりましたが、それによりますと、その時点で予約が始まっている県内２３

の市町村のうち１９の市町村で予約の電話がつながらない、こういった苦情が寄せられて

おったところでございます。しかし、やはり高齢者の方が何度も電話をしたり、こういっ

たことにつきましては大変な労力をおかけをするわけでございます。そしてまたストレス

をたまったりもするわけでございます。この上、電話をかけることすらできない方もいら
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っしゃる、こういったお話を聞くところでございます。美馬市といたしましても６月分の

接種予約が開始をされる５月１５日からの受付につきましては、体制を強化し、取り組ん

でいかれる、こういったことをお聞きしておるところではございますが、具体的にはどの

ように改善をされていくのか。そしてまた、現時点での予約受付状況はどのようになって

いるのかを再問させていただきたいと思います。

続きまして、ごみ収集の現状につきましてでございますが、このごみ収集の現状につき

ましては、収集運搬業務を２６名の方で行っている。そしてまた排出された本市のごみの

総量におかれましては７,９００トン、こういったご説明であったかのように思います。

そして、本市の収集区域につきましては、木屋平地区だけが民間業者委託。それ以外につ

きましては美馬環境整備組合で行っており、処理車におきましては６台とリサイクル車が

５台、計合わせて１１台の車両に、１台につき２名の収集人員が行っているというご説明

であったと思います。

委託に至ったこの経緯につきましては、美馬市行財政改革指針により全ての事務事業の

見直しを進め、可能なものよりアウトソーシングを推進する観点より、美馬環境整備組合

におかれましても可能な限り財政負担の軽減に努める、こういったところで退職者不補充

による会計年度任用職員での対応では、今後適正な収集運搬業務体制の維持、こういった

ものが困難という判断の下から民間委託を行われるという、こういったお話であったかの

ように思います。

現在のごみ収集の現状、そして可燃ごみの委託に至った経緯につきましてはお伺いした

わけでございますが、それらの中で行財政改革指針に掲げているアウトソーシングについ

てでありますが、効果的な事業推進を行うため、アウトソーシングを推進されていると、

こういったご報告と思いますが、可燃ごみ以外のごみ収集についてはどのように考えられ

ておるのでしょうか。また、今回、民間委託を進めるに当たりまして、どの程度の行財政

効果が生まれてくるのでしょうか。この辺りはやはり市民の方々が大変注目をされておる

と思いますので、この辺りを詳しく再問させていただきますので、ご答弁の程をよろしく

お願いをいたしたいと思います。ご答弁により再々問とさせていただきますので、よろし

くお願いをいたします。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］

◎企画総務部長（吉田正孝君）

１５番、川西仁議員からの一般質問、再問のうち、私からデジタルトランスフォーメー

ションを進めるための人材をどう確保、育成していくのかとのご質問にお答えいたします。

国の自治体ＤＸ推進計画におきましては、全庁的な推進体制の構築に当たって、職員の

育成と外部人材の活用を推進することが明記をされております。

そこで、本市におきましても、デジタルに精通した専門人材の確保が喫緊の課題と考え、
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本年度から情報の分野の実務経験がある有資格者を対象とした２名の職員通年採用枠を設

けたところでございます。

また、国の推進計画に位置づけられたＥＢＰＭ、根拠に基づく政策立案につきましても、

職員研修を本年４月に実施するなど、職員の育成にも取り組んでいるところでございます。

今後はデジタル庁が地方自治体向けに提供を予定しております研修などを有効に活用す

ることにより、ＤＸ推進のための人材育成に努めてまいります。

一方、外部人材の活用につきましては、ＩＣＴに関する知見を持ち、行政の実務に即し

て、技術の導入の判断や助言を行うことができる人材を想定しておりまして、国の様々な

支援制度を活用し、こうした専門人材の活用につきましても進めてまいります。

新型コロナウイルス感染症が拡大する中で、行政のデジタル化の遅れが指摘をされてお

りますが、本市におきましては、新たに設置をいたしましたデジタルトランスフォーメー

ション推進課を司令塔として、コストにも十分留意しながら、内・外の人材を有効に活用

し、行政のデジタル化やデジタルトランスフォーメーションを推進をしてまいります。

◎保険福祉部長（住友礼子君）

議長、保険福祉部長。

◎議長（林 茂議員）

住友保険福祉部長。

［保険福祉部長 住友礼子君 登壇］

◎保険福祉部長（住友礼子君）

続きまして、私からは、新型コロナウイルスワクチン接種体制についての再問にお答え

させていただきます。

まず、６月接種分の予約受付における改善点でございますが、４月の受付状況を踏まえ

まして、５月１日にはワクチン接種業務を専任とする新型コロナウイルスワクチン接種対

策課を新設し、体制を強化いたしました。

その上で、６月接種分の予約受付については、受付開始当初で混雑が予想される５月１

５日土曜日と５月１６日の日曜日に臨時のコールセンターを１０回線開設するとともに、

電話などによる予約が困難な方に対しては臨時の相談窓口を市内２か所に開設し、それぞ

れ市の職員が対応いたしました。加えて、インターネットでの受付も開始し、可能な方は

インターネットでの受付をしていただくようご案内し、多くの方にご利用いただきました。

この予約受付につきましては、６月から７月上旬接種分を対象としており、現在までの

受付状況としましては、コールセンター、窓口及びインターネットの受付が３,６３１人、

個別の医療機関での受付が１,８１４人でございまして、合計で５,４４５人の方が予約を

完了している状況でございます。

また、７月上旬までの予約ができなかった方につきましては、キャンセル待ちリストに

登録をする対応をさせていただいております。現在、医療機関に接種の枠を増やしていた

だき、接種が可能となり次第、キャンセル待ちの方々にご案内をさせていただいておりま

す。

美馬市内でこれまでに予約が完了している方は、入院されている方を除き、９,５７９
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人となっており、７月末までには接種を希望される高齢者の方へ２回の接種が完了する見

込みとなっております。

◎市民環境部長（伊内公一君）

議長、市民環境部長。

◎議長（林 茂議員）

伊内市民環境部長。

［市民環境部長 伊内公一君 登壇］

◎市民環境部長（伊内公一君）

続きまして、可燃ごみ以外のごみ収集運搬についての再問にお答えをいたします。

可燃ごみ以外では、金属等を含む不燃ごみ、ペットボトル、プラスチック、空き缶、空

き瓶、紙類などのリサイクルごみ、また家具などの粗大ごみを種類別に収集運搬しており

ます。

不燃ごみ、リサイクルごみにつきましては、可燃ごみと同様の集積場所において収集を

行っております。粗大ごみにつきましては、個人がクリーンセンター美馬へ直接搬入、若

しくは個別収集にて対応を行っております。

今後の可燃ごみ以外のごみ収集運搬委託につきましては、令和９年度に退職を迎える正

規職員が大幅に増加することから、令和１０年度以降、民間事業者へ委託を行わなければ

ならないと考えております。

次に、財政効果についてのご質問でございますが、令和２年度、本市における可燃ごみ

の収集運搬を行うに当たり必要な経費は年間で約８,３００万円となっており、委託を行

った場合の経費と比較いたしますと約１,０００万円減少する見込みでございます。なお、

今後、正規職員が退職することに伴い、人件費が減少してまいりますので、民間事業者へ

委託を行うことにより、一定の財政効果が現れてくるものと考えております。

◎１５番（川西 仁議員）

議長、１５番。

◎議長（林 茂議員）

１５番、川西仁君。

［１５番 川西 仁議員 登壇］

◎１５番（川西 仁議員）

再問に対するご答弁、ありがとうございました。それでは早速、最後の質問に入らせて

いただきたいと思います。

まず、デジタルトランスフォーメーションのこの推進化を進めるに当たって、ＤＸを進

める人材、この中身につきましては国の自治体、ＤＸ推進計画におきまして職員の育成、

そして外部人材の活用を推進されると明記をされており、これに基づき、美馬市において

は情報の分野の実務経験がある有資格者２名の職員通年採用枠を設けているというもので

ありました。また、国の推進計画でのＥＢＰＭ、根拠に基づく政策立案につきまして、こ

れにつきましての職員研修を行い、そして職員の育成に取り組んでいかれるというご説明

でございました。そして外部人材の活用につきましては、ＩＣＴに関します知見をもった
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上での行政実務に即した技術導入の判断や、そして助言を行うことのできる人材を想定し

ており、これにつきましては国の様々な支援制度を活用されていくというものでございま

した。

美馬市が進められようとしているデジタルトランスフォーメーションの推進、こういっ

たものの内容がにわかに分かってきたところでございますが、美馬市がこれから進めよう

としているデジタルトランスフォーメーションの推進、そしてまたそれに関わってくる人

材についてのものも分かってきたところではございますが、国の自治体がＤＸを推進する

意義、この意義の中におきましてはデジタルの活用により誰一人残されない、そして人に

優しいデジタル化、こういったものを意義として国は訴えております。こういったものを

美馬市としては、これを、中身を踏まえてどのように進めていかれるのでしょうか。デジ

タルの活用により誰一人残されない、そしてまた人に優しいデジタル化、これを念頭に美

馬市はどのように進めていかれるのかを最後にお伺いをしたいと思います。

次に、新型コロナウイルスワクチン接種体制につきましてでございますが、６月接種分

の予約受付時におきましては、市民の方をお待たせすることが少ないよう職員を多く動員

され、コールセンターの電話受付を増やし、電話などが困難な方に対しましては相談窓口

を開設をされたというものでございました。また、同時にインターネット受付も開始をさ

れ、多くの方がインターネットで申し込んだという状況もご説明をいただいたところでご

ざいます。今回の受付により接種を希望する６５歳以上の高齢者の方の予約受付がほぼ完

了したということで、市民の皆様も一安心ができるんじゃないかと思います。引き続き接

種がスムーズに進み、そして安全、確実に接種できるよう取り組んでいただきますととも

に、接種の希望がありながら予約ができていないといった方がないよう、接種への周知、

そして勧奨、また予約の支援などの取組についてもお願いをしたいと思います。

さて、国におかれましては、７月末までに高齢者のワクチン接種を終えるとの見解を示

されておるところでございますが、美馬市におきましても順調にいけば７月末までに希望

する高齢者のほとんどの全ての２回の接種が終わるということでございます。

そこで、次に控える６５歳未満の方々への接種についてでございますが、美馬市といた

しましてはどのような体制で、どのような接種計画を進めていかれるんでしょうか。現時

点でお分かりする範囲で結構でございますので、その辺りを最後にお聞きしたいと思いま

す。

続きまして、可燃ごみ収集運搬についてでございますが、この可燃ごみ以外のごみ収集

運搬につきましては、可燃ごみ収集運搬と同様に退職者の増により、民間事業者への委託

を考えられておるというものでございました。また、財政効果につきましては、年間８,

３００万円程必要な経費が約１,０００万円程減少する見込みであるというもので、正規

職員の退職者に伴い、それ以上の財政効果が今後見込まれるというご説明であったように

思います。

ある程度の理解をさせていただいたところでございますが、最後に、今回のごみ処理方

針についてお伺いをしたいと思います。

昨今、ニュース等で取り上げられておりますよう、このごみ問題につきましては、社会
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を取り巻く環境問題につきましては、日々目まぐるしく変化をしている状況と思われます。

そうした中、身近にはスーパー、またコンビニ等でレジ袋削減など社会全体が大きくごみ

減量化への変化を行っているところであります。美馬市におかれましても今後のごみの減

量化や、そして資源化は必要不可欠であると、このように考えられるところでございます

が、今後のこのごみ処理計画、ごみ処理につきましては、どのようにお考えをされておる

のか最後にお伺いをしたいと思いますので、最後までご答弁の程、よろしくお願いをいた

したいと思います。

◎市長（藤田元治君）

議長。

◎議長（林 茂議員）

藤田市長。

［市長 藤田元治君 登壇］

◎市長（藤田元治君）

１５番、川西仁議員からの一般質問のうち、私からは、新型コロナウイルスワクチン接

種体制についての再々問にお答えをいたします。

ワクチン接種に関しましては、現在、市内各医療機関の多大なご協力の下、６５歳以上

の方への接種が順調に進んでおります。医療従事者の方には、日常診療で大変お忙しい中、

安全かつ確実に接種を進めていただき、心から感謝を申し上げます。

６５歳未満の方への接種につきましては、この後、担当部長から詳細をご説明をさせて

いただきますが、市民の命を守ることが行政の最大の責務でございますので、市といたし

ましては、少しでも早く若い方にも接種していただくよう、６５歳未満の方への接種を７

月中旬以降に開始をしたいと考えております。

様々な面で制約がある状況が長く続いておりますが、一日でも早く、市民の日常生活を

取り戻せるよう、新型コロナ対策の切り札となりますこのワクチン接種を今後とも最大限

速やかに、希望する全ての方に実施できるよう、総力を結集して取り組んでまいります。

◎保険福祉部長（住友礼子君）

議長、保険福祉部長。

◎議長（林 茂議員）

住友保険福祉部長。

［保険福祉部長 住友礼子君 登壇］

◎保険福祉部長（住友礼子君）

続きまして、私からは、６５歳未満の方への接種体制の詳細についてお答えをさせてい

ただきます。

６５歳未満の方への接種につきましては、国により優先して接種する対象者が示されて

おります。具体的には、基礎疾患をお持ちの方、高齢者施設等の従事者、そして６０歳か

ら６４歳までの方でございます。

市としましても、これにより接種を進めてまいりたいと考えておりまして、対象の方に

は接種券を先行して送付する予定でございます。このうち基礎疾患をお持ちで、早期の接
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種を希望される５９歳までの方については申請していただく必要がございますので、現在、

市のホームページへの掲載や各戸への文書配布により、接種券送付申請書の提出をご案内

をさせていただいております。対象の方はこれにより申請をお願いいたします。

そのほかの方への接種につきましても、優先接種の方に続いて進めてまいりますが、予

約申込みの集中を避けるため、年齢を区切って順番に接種をしていただきたいと考えてお

りますので、段階的な接種券の送付に皆様のご理解とご協力をお願いいたします。

また、接種体制につきましても、かかりつけの医療機関を持たない方も多くいらっしゃ

ると思いますので、個別接種に加え、集団接種も視野に入れ、今後、医師会等関係機関と

協議しながら検討してまいりたいと考えております。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］

◎企画総務部長（吉田正孝君）

続きまして、私から、「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル社会」に向けた取組

についてのご質問にお答えをいたします。

国の自治体ＤＸ推進計画では、インターネットやパソコンなどの情報通信技術を利用で

きる人と利用できない人との間に生じる格差、いわゆるデジタルデバイドへの対策につい

て、各自治体におけるＤＸの推進と併せて取り組むべきとされております。

また、昨年１２月２５日に閣議決定されましたデジタル・ガバメント実行計画におきま

しても、社会全体のデジタル化を進めるに当たり、年齢や性別、障がいの有無などにかか

わらず、誰も取り残さない形で全ての国民にデジタル化の恩恵を広く行き渡らせることが

明記をされております。このため、例えば高齢者の皆様がオンラインによる行政手続や民

間サービスの利用方法を身近な場所で相談できる環境づくりが進められるほか、将来的に

は画面読み上げソフトや音声認識ソフトを利用して入力できる仕組みなど、デジタル技術

の進歩によりデジタルデバイドの解消につながることが期待されております。

本市といたしましては、来年３月に策定予定の美馬市版デジタルトランスフォーメーシ

ョン推進計画に基づき、国の様々な支援制度を活用して、デジタル社会に向けた取組を進

めると同時に、一人でも多くの市民の皆様にデジタル化の恩恵を実感いただけるよう取組

を進めてまいります。

◎市民環境部長（伊内公一君）

議長、市民環境部長。

◎議長（林 茂議員）

伊内市民環境部長。

［市民環境部長 伊内公一君 登壇］

◎市民環境部長（伊内公一君）

続きまして、今後のごみ処理方針についてお答えいたします。
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ごみの収集運搬、処理を安定的に継続して行うことは、社会全般、また本市におきまし

ても重要な取組であると認識しております。昨今の社会情勢、またコロナ禍におけます生

活様式の変化などから、本市におきましても家庭や事業所から排出されるごみの質、量と

もに変化をしております。

このような状況の変化の中で、本市といたしましては、循環型社会を形成し、持続可能

な社会づくり、また市民が安心して暮らすことができるまちづくりに貢献できるよう、ご

みの減量化、資源化について積極的に取組を行ってまいりたいと考えております。

◎議長（林 茂議員）

ここで１０分程度小休いたします。

小休 午後１時５４分

再開 午後２時０５分

◎議長（林 茂議員）

小休前に引き続き、一般質問を行います。

次に、議席番号１番、田中みさき君。

◎１番（田中みさき議員）

議長、１番。

◎議長（林 茂議員）

１番、田中みさき君。

［１番 田中みさき議員 登壇］

◎１番（田中みさき議員）

議長から許可をいただきましたので、一般質問をさせていただきたいと思います。

毎日、コロナ、コロナ。常にマスク生活。外出先では、検温や消毒も日常となっていま

す。家庭、学校、職場、どこにいてもコロナ対策は必須です。毎日天気予報のように全国

の感染者数が発表されるのを見ては、県外で暮らす家族を心配している方もおいでるので

はないでしょうか。もう１年以上、コロナという言葉を口にしない、耳にしない日はなく、

常にコロナの感染状況やその対応を意識しながらの生活の中で、子どもたちの将来を考え

た時、心配なことが沢山ありますが、明るい未来があると信じて前向きに考え、自分がで

きることを頑張ろうと思っています。

多くの市民が、藤田市長にはこういう時こそ未来の視点で物事を考えるリーダーシップ

を発揮していただき、美馬市に住む全ての人が安心して暮らせるまちづくりにつなげてほ

しいと期待しているのではないでしょうか。私もその１人です。行政と議会がそれぞれの

立場でしっかり役目を果たし、「車の両輪のごとく」とよく表現されますが、力を合わせ

ていくことで前進できると思います。

それでは、質問に入りたいと思います。市民の安全・安心な暮らしを守るための対策に

ついて。今回はこの１件だけです。

市民の安全・安心な暮らしを守る対策といっても、午前中の美馬未来の会の代表質問関

連も含め、様々な分野での対策があろうかと思います。私からは一般質問ということで、
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事前に通告している要旨、複合災害時の対策は、新型コロナウイルス感染症を踏まえた防

災の対策は、美馬市内で新型コロナウイルス感染症が急拡大した場合の対策、以上３点に

沿って質問させていただきます。

３月議会でも防災・減災の取組について質問させていただきましたが、確認の意味と常

に防災への意識を持っておく必要があると思っておりますので、今回はこの新型コロナウ

イルス感染症も災害と捉えての対策をお伺いしようと思っています。よろしくお願いいた

します。

初めに、新型コロナウイルス感染症感染者が美馬市内で確認される、若しくは感染者が

急拡大している場合において自然災害が発生するといった複合災害時の対応策について教

えていただきたいと思います。例えば、南海トラフ巨大地震が発生した場合の家屋倒壊、

二次災害だけでなく、豪雨災害による河川決壊や土砂崩れによる生活道路、ライフライン

の遮断も想定されます。また、これから大雨、台風といった時期に入っていくわけですが、

ある程度地域の気象予報は事前に自治体としても把握できることから、避難指示などの情

報発信はできますが、場所によっては今まで経験したことがない想定外の状況になり得る

可能性もあります。防災関連について調べていますと、それぞれの立場で常に一人ひとり

が高い防災意識を持っておくことが必要であることが今まで以上に求められています。美

馬市においても様々な災害リスクを想定されているとは思われますが、このコロナ禍にお

いて、いつ起こるか分からないというより、最近はいつ起こってもおかしくない意識にお

いて、豪雨災害や震度６強の地震が発生した場合の複合災害時において、自治体として想

定されている被害状況を教えていただきたいと思います。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］

◎企画総務部長（吉田正孝君）

１番、田中みさき議員からのご質問にお答えいたします。

まず、複合災害についてでございますが、複合災害とは、同時又は連続して二つ以上の

災害が発生し、それらの影響が複合化することにより、被害が深刻化し、災害応急対応が

困難になる事象であるとされております。

複合災害の代表的な例といたしましては、東日本大震災が挙げられますが、これは東北

地方太平洋沖地震と大津波、原子力発電所事故が複合的に発生したものでございます。

複合災害発生時の対応策でございますが、複合災害は単一の災害よりも対応に当たる関

係者や支援を求める先の幅が広いとされておりまして、平時からの関係機関や協力いただ

ける民間事業者との連携を密にしておくこと、また想定される複合災害のシミュレーショ

ンをしておくことの２点が重要であると考えております。

現在、全面改定に向け、作業を進めております美馬市地域防災計画の中にこうした内容

を盛り込み、必要な訓練などに取り組んでまいります。
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また、複合災害は単一の災害よりも災害対応における制約が大きくなるため、とりわけ

自助と共助の役割が大きくなってまいります。このため、現在取り組んでおります避難所

開設・運営リーダー養成研修や避難所検証訓練など、自助・共助の力を高める取組につき

ましても着実に実施してまいりたいと考えております。

一方、新型コロナウイルス感染症が拡大する中で地震や豪雨災害といった自然災害が発

生した場合を想定し、市では各指定避難所にパーティションや折り畳みベッドなどの感染

防止対策用備品を配備するとともに、自宅や親戚、知人宅が安全ならば、在宅で避難する

分散避難が推奨されていることを踏まえ、分散避難対応備蓄物資等購入支援事業にも取り

組んでおります。

加えて、避難指示等の発令時に配慮を必要とされる方が避難として宿泊施設を利用する

際の費用を補助するための補正予算を今定例会に提出させていただいているところでござ

います。

次に、震度６強の地震が発生した場合の市内で想定される被害状況についてのご質問を

いただきました。

まず、本市で最大震度６強が想定されております南海トラフ巨大地震における県の被害

想定では、建物の全壊・焼失数が１,２００棟、半壊が３,３００棟、死者数については発

生時間帯により５０人から８０人となっており、災害発生後１週間の最大避難者数につい

ては６,９００人となっております。

なお、現在の美馬市地域防災計画では、４５か所の指定避難所に約１万人の方を収容で

きることが記載されておりますが、この収容人数は機械的に算出されたものであり、新型

コロナウイルス感染防止のための人と人との間隔の確保を含め、現在実施をしております

避難所検証訓練の中で指定避難所ごとの現実的な収容人数を算出する作業を順次行ってい

るところでございます。

◎１番（田中みさき議員）

議長、１番。

◎議長（林 茂議員）

１番、田中みさき君。

［１番 田中みさき議員 登壇］

◎１番（田中みさき議員）

ご答弁ありがとうございました。今、お答えいただいた中で想定される被害状況にもあ

りましたが、市民の安全・安心な暮らしを守るといったことから、人的被害に関しては、

この数をできる限りゼロに近づける努力がこれから必要であることと、建物の半壊・全壊

により発災後、避難所に避難される方への対応が必要になります。孤立する集落もあるで

しょうし、災害廃棄物、仮設住宅等の対策も考えておく必要があります。

ご答弁いただいたように、大規模災害ほど県や国との連携はもちろん、他の自治体との

協力体制や民間からの支援なども必要なことから、行政としても定期的な訓練などを通し

ていざという時、すぐに対応できるように今後もしっかり取り組んでいただけますようお

願いしておきたいと思います。
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そして、私たちには自助、そして地域で支え合う意識を持つことが求められています。

想定される被害をできるだけ最小限にするためにも、建物の耐震強化、日頃から地域の危

険箇所や指定避難所など随時確認して、整備していくことが必要かと思われます。３月議

会においては、指定してある避難所の施設や設備で十分か検討する必要もあるとのことで

したが、南海トラフ巨大地震発災後の想定される避難者数が避難したとして、現在美馬市

が指定している避難所の収容可能人数に対して、実際、新型コロナウイルス感染症に対応

したフィジカルディスタンスを確保した場合の収容可能人数や一次避難所として開設する

場合でも、施設の現状は早急に把握しておく必要があるかと思います。

私の地元、郡里地域では、６５０軒近くの世帯数が対象となる指定避難所が郡里体育館

なのですが、現状の郡里体育館だけでは６０人収容でき、コロナ対策を踏まえて避難所開

設検証訓練の結果では、資機材等整備や廃校施設を改修した郡里地域活動センターを避難

所として開設したとして１８０名ぐらいの受入れが可能になっています。指定避難所の周

辺地域はため池、土砂災害特別警戒区域、急傾斜、急傾斜地崩壊危険箇所も多くあります。

避難所として開設した場合の環境としては、郡里地域活動センター２階、３階と郡里体育

館ではＷｉ－Ｆｉ環境は整備されていなくて、屋上の太陽光発電も使えないままの状態で

す。災害のレベルにより避難所の利用人数は異なってきますが、大規模災害が起きた場合、

地域の現状では想定されたマニュアルどおりに運営することは、実際のところ、なかなか

難しいことだと思います。特に避難所では密集したり、大声での会話をせざるを得ない状

況になり、換気の悪さも心配されます。高齢者はもちろん、障害のある方、女性や乳幼児、

一緒に避難してくるペットへの配慮など、臨機応変に対応した避難所のあり方など、実践

的な訓練を積み重ねておくしかありません。

先程も言いましたが、そういったことは、結局は行政だけでなし得ることではなく、自

助を基本に、地域の協力、共助が絶対に必要になります。各地域ごとでの避難所の運営に

ついては、地元の防災リーダーと言われる方や地域運営組織の方々との協議はもちろん、

人的資源の確保、活用、組織体制づくりが重要かと思われます。そのほか、避難所の環境

整備、設備などは引き続き検討課題として取り組んでいただくことと、ハザードマップな

どを見ていただいたら分かりますが、生活道路だけでなく、物資を運ぶ主要道路なども遮

断される可能性もありますので、安全なまちづくりにつながるよう、整備計画を行う場合

には各地域の想定される被害状況を十分考慮して進めていただければと思います。

また、新型コロナウイルスがまん延している状況では、これまで実施していた防災が適

応されない可能性が高く、新型コロナウイルスを踏まえた対応を行う必要があるのではな

いでしょうか。最近では、避難所における感染を防止するため、自宅が安全なら自宅での

在宅避難や車中泊避難といった家族単位での避難なども推奨されています。美馬市では、

避難所における新型コロナウイルス感染症の防止のため、分散避難が推奨されることを踏

まえ、各ご家庭での備蓄物資の購入を支援する事業として、先程も言われましたが４月中

旬に市内の全世帯に購入申込書を送っていただいていますが、この分散避難対応備蓄物資

購入支援事業では、どのような物資、どういった世帯からどのくらいの申込み状況なのか

教えていただけたらと思います。
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コロナ禍の状況において、災害を想定した上での自主防災会や自治会単位での訓練だけ

でなく、市全体、地域での訓練実施が難しい場合もあるかと思います。そうは言っても、

実際はコロナがまん延していようがいまいが関係なく、自然災害は起こることから、行政

は常に防災関連施策に重点を置いていただくことと自助のところの一人ひとりの防災意識

の向上を目指すしかありません。今後は新型コロナウイルス感染症を踏まえた防災の対策

が必要になってきますが、どのように取り組んでいかれるのかお聞かせいただけたらと思

います。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］

◎企画総務部長（吉田正孝君）

１番、田中みさき議員からの一般質問、再問にお答えいたします。

まず、分散避難対応備蓄物資等購入支援事業の申込み状況でございますが、６月７日時

点で３,０５０世帯から申込みをいただいておりまして、申込率は全世帯の２４.１２％と

なっております。また、商品別では、在宅避難用の非常食セットとアレルギー対応非常食

セットを合わせた注文数が全ての注文数の約半数を占めておりまして、トイレ、衛生用品

セットがこれに続いております。

事業完了後には、どういった世帯からどのような注文が多かったかなど詳しく分析を行

い、今後の防災施策の立案に反映してまいりたいと考えております。

また、先程ご説明いたしましたように、指定避難所の収容力には限界があり、新型コロ

ナウイルスの感染防止の観点から、３密を避けるための分散避難も推奨されている状況で

ございます。更に、豪雨災害が毎年のように全国のどこかで発生し、南海トラフ巨大地震

が今後３０年以内に７０％から８０％の確率で発生するとされている状況を踏まえ、より

多くの市民の皆様に分散避難対応備蓄物資等購入支援事業をご活用いただき、各ご家庭で

の備えを充実いただきたいと考えております。

なお、購入の申込期限につきましては６月３０日までとしておりますので、お早めのお

申込みをお願いいたします。

また、新型コロナウイルス感染症を踏まえた防災対策についてのご質問にお答えいたし

ます。

避難時の３密を避けるため、在宅避難などの分散避難を検討いただくとともに、避難所

におきましても入り口での検温や体調確認、発熱や体調の悪い方の別室への誘導と健康観

察、またパーティションや折り畳みベッドの設置、換気、手洗い、手指消毒の徹底など、

感染防止対策を徹底することが必要と考えておりまして、本市におきましても、必要な備

品等の整備を順次進めているところでございます。

また、本市が取り組んでおります避難所開設・運営リーダー養成研修や避難所検証訓練

におきましても、参加人数を限定するとともに検温や体調確認、換気や手指消毒を徹底す
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るなどの感染防止対策を講じております。

議員ご指摘のとおり、新型コロナウイルスの感染拡大を受け、各種訓練の実施にも制約

が生じておりますが、感染防止対策を講じつつ、今後とも効果的な訓練を継続してまいり

たいと考えております。

◎１番（田中みさき議員）

議長、１番。

◎議長（林 茂議員）

１番、田中みさき君。

［１番 田中みさき議員 登壇］

◎１番（田中みさき議員）

ありがとうございました。

分散避難対応備蓄物資等購入支援事業については、申込率からして、事業の内容が十分

に理解していただけていないのか、防災への意識・関心が低いからなのか、希望する物資

に悩まれているのか。私のように締切りまでまだ日があるので慌てていないなのかなど考

えられますが、せっかく自助力向上のための支援事業を目指されているのでしょうから、

定例会開会日でも市長もおっしゃられていましたし、ご答弁でもありましたように６月３

０日まで、まだ申込み可能ということで音声告知放送もされていますが、まだ申込みをさ

れていない世帯の方にも世帯主宛で郵送されているので、家族で確認してもらえるよう地

域の集落支援員さんからの声かけや自主防災組織の方々にもご協力をお願いするなど、し

っかり周知していただきたいと思います。全世帯の方々が災害時の備えをすることで美馬

市民の防災意識の向上につながる効果も期待されますので、事業完了後の検証もよろしく

お願いいたします。

もう１点の新型コロナウイルスを踏まえた防災対策では、避難所整備や研修・訓練とい

ったことに感染防止対策に配慮しながら取り組んでいただいているようですが、思うよう

に進まないのも現状ではないかと思います。今、お答えいただいたようなこと全てを、訓

練を含め、美馬市内全域で災害発災時にはそれぞれの役割を訓練されていると思いますが、

平常時には危機管理課の職員だけでなく、全ての職員が日頃から一市民として地域での自

主的な訓練に参加したり、地域運営組織や自主防災組織の方々との連携を図っていただく

など、特に防災士を取得された職員の方々が積極的にそれぞれのお住まいの地域の方たち

への防災意識向上のための推進活動をお願いしたいと思います。

３月議会でも少し触れましたが、フェーズフリーといった概念、災害の被害から大切な

人を守り、安全・安心な社会を目指す新しい防災の考え方だそうです。平常時、災害時関

係なく、日頃の生活から災害用の特別なものを備えるのではなく、普段から便利に使えて、

災害時には身を守れるものを提供するといった商品や製品だけでなく、自治体や行政でも

常に防災を観点に物事を考えて計画するまちづくりが採用されているようです。美馬市の

市役所駐車場を平時は駐車場として、災害時は屋外防災拠点となるハイブリッドな施設と

して整備計画が進んでいると思いますが、こういったこともフェーズフリーの概念を取り

入れた取組の一つと言えるかと思います。
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今後、小星地区に新しく整備される給食センターや活動拠点施設に関しても、是非、防

災につながるフェーズフリーの概念を意識した整備の検討をお願いしたいと思います。

また、防災訓練でもデジタル時代に対応してタブレット、スマホなど、ＩＣＴを活用し

た避難訓練、防災教育の取組を実施されている自治体もあるようですので、参考にしてい

ただけたらと思います。

最後に、世界中でワクチン接種の効果が期待されていますが、今回、収束したとしても、

また新たな感染症、新興感染症や以前流行した感染症が再び出現するといった再興感染症

が問題になっているように、自然災害だけでなく、感染症といった目に見えないウイルス

から人々の命を、安全な暮らしを守るにはどうすればいいかが課題となっています。災害

が発生した場合には、確実な情報収集と情報を市民に発信することが重要になると思うの

ですが、美馬市内で感染拡大が急拡大した場合の対策として、基準といいますか、マニュ

アルに沿って教育現場や行政での対応がなされるのか再々問させていただきます。

前から市長もおっしゃられていましたように、これから行政が対応していかなければな

らない課題は複雑で多様化していくと思います。気候変動や地球環境、新たな感染症とい

ったことに、今までとは少し違った観点からの課題解決の取組も必要になってきます。し

かし、基本は市民の命と安全・安心な暮らしを守ることにつながるような取組をお願いし

たいと思います。将来、次世代が感染症の歴史を振り返った時、令和２年から何年までに

なるか分かりませんが、コロナ時代と言われ、その時代の人々の生活様式や感染症対策に

ついて学ぶ時が来るかもしれません。その時のためにも我々は何を残し、伝えておくべき

か、同じことを繰り返さないようにできるのかを自問自答する日々を過ごしながらですが、

残りの任期を一市民として、議会の一員として今できることをしっかり務めたいと思って

います。

再々問のご答弁をお願いして、私からの一般質問を終わります。

◎企画総務部長（吉田正孝君）

議長、企画総務部長。

◎議長（林 茂議員）

吉田企画総務部長。

［企画総務部長 吉田正孝君 登壇］

◎企画総務部長（吉田正孝君）

１番、田中みさき議員からの一般質問、再々問にお答えいたします。

新型コロナウイルス感染症が市内で急拡大した場合の対策についてのご質問でございま

すが、本市におきましては、４月１５日に初めて感染が確認されて以降、現在までの市内

在住者の感染確認は１５名となっております。またこのうち５月１１日には、１日最多と

なる６名の感染が確認をされております。

市といたしましては、ホームページに市内における感染状況を公表し、誹謗中傷や感染

者を特定する行為を厳に慎むことに加え、感染拡大地域との不要不急の往来の自粛や３密

の回避を含めた基本的な感染防止対策の一層の徹底を呼びかけ、注意を喚起してまいりま

した。また、職員及びその家族の感染が確認された場合や保健所から濃厚接触者として特
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定された場合などにつきましては、職員の感染時等の対応マニュアルに沿って対応するこ

とといたしておりまして、市役所庁舎を始めとした勤務場所の消毒作業についても的確に

行うことができるよう、消毒液などの物資や作業人員を確保するとともに、防護服の着脱

訓練についても実施をしております。

一方、学校におきましては、文部科学省のマニュアルや県教育委員会の感染症に対応し

た学校運営に関する留意点などに基づいて対応することとしております。児童・生徒や教

職員が感染した場合、また濃厚接触者として特定された場合における臨時休業や出席停止

の取扱いを始め、保護者への連絡、消毒作業などの対応を迅速に行うことができるよう、

備えているところでございます。

今後、新型コロナウイルス感染症が市内で急拡大する可能性もございます。そのための

準備に万全を尽くすとともに、仮に急拡大した場合には、市民の皆様の警戒レベルを高め

ていただけるよう、的確な情報発信に努めてまいります。

◎議長（林 茂議員）

以上で、通告による一般質問は終わりました。これをもって、一般質問を終結いたしま

す。

次に日程第４、議案第４７号、美馬市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正につ

いてから議案第５４号、物品購入契約の締結についてまでの８件を一括して議題といたし

ます。

これより質疑に入ります。

ただいまのところ、質疑の通告がありませんので、質疑なしと認めます。

これをもって質疑を終結いたします。

ただいま議題となっております議案第４７号から議案第５４号までの８件を会議規則第

３７条第１項の規定により、ご配付の議案付託表のとおり、各常任委員会に付託いたしま

す。

また、陳情１件につきましては、所管の福祉文教常任委員会に送付いたしましたので、

報告しておきます。

次に、日程第５、議案第５７号、工事請負契約の締結についてを議題といたします。

議案の朗読を省略し、提案理由の説明を求めます。

◎市長（藤田元治君）

議長。

◎議長（林 茂議員）

藤田市長。

［市長 藤田元治君 登壇］

◎市長（藤田元治君）

それでは、ただいま上程をいただきました議案第５７号、工事請負契約の締結について、

ご説明をさせていただきます。

議案書３９ページをお開きください。

この案件は、地方自治法第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産
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の取得又は処分に関する条例第２条の規定によりまして、工事請負契約締結の議決をお願

いするものであります。

契約の目的は、令和３年度うだつアリーナ大規模改修工事でございます。契約の金額は

１億６,１２６万円。契約の相手先は、美馬市美馬町字妙見６７番地２、株式会社北岡組

代表取締役 北岡眞文様でございます。契約の方法は一般競争入札でございます。

この案件につきましては、去る６月１日に入札を執行し、６月３日に仮契約の締結を行

っているところでございます。工期を令和４年２月２８日までとしており、早期の完成を

目指したいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いを申し上げます。

◎議長（林 茂議員）

以上で、提案理由の説明が終わりました。

これより質疑に入ります。

ただいまのところ、質疑の通告がありませんので、質疑なしと認めます。

これをもって、質疑を終結いたします。

ただいま議題となっております議案第５７号を会議規則第３７条第１項の規定により、

ご配付の議案付託表のとおり福祉文教常任委員会に付託いたします。

以上で、本日の議事日程は全て終了いたしました。

次に、休会についてお諮りいたします。明日１１日から２１日までの１１日間は委員会

審査及び市の休日のため、休会といたしたいと思います。これにご異議ございませんか。

（「異議なし」の声あり）

◎議長（林 茂議員）

異議なしと認めます。

よって、明日１１日から２１日までの１１日間は休会とすることに決しました。

なお、１５日の産業常任委員会、１６日の福祉文教常任委員会、１７日の総務常任委員

会の各常任委員会への付託案件等のご審議をよろしくお願いいたします。

次会は、２２日午前１０時から再開し、委員長報告に引き続き、質疑、討論、採決であ

ります。よろしくお願いいたします。

本日はこれをもって散会いたします。

散会 午後２時３７分
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